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集 会 次 第 
 

 

【日 程】 

  2025年２月22日（土）13：00 ～ 23日（日）13：00  

  場所：連合会館大会議室 

 

 ＜全体会＞ ２月22日（土） 

  12：00  受 付 

  13：00  開 会 

       議長あいさつ  佐藤 剛士 自治労社会福祉評議会議長 

       本部あいさつ  森下  元 自治労本部総合政治政策局長 

       来賓あいさつ  岸 まきこ 自治労組織内参議院議員 

               波多野 翼 自治労組織内衆議院議員 

  13：20  基調提起 

          佐藤 剛士 自治労社会福祉評議会セーフティネット部会 部会長 

  13：30  基調提起 

          森田 修平 自治労社会福祉評議会児童相談養育部会 部会長  

  13：40  講演①「こどもたちを孤立させない地域づくりに向けて 

           ～貧困の連鎖を断ち切るために～」 

          小野 裕之 社会福祉法人福山市社会福祉協議会常務理事兼事務局長 

  15：10  休 憩 

  15：25  講演②「こどもまんなか社会の到来と子育て支援 

           ～相談支援を円滑に行うための地域支援機関の 

            連携・協働のあり方について～」 

          井上 登生 日本子ども虐待防止学会理事 

  16：55  まとめ 門﨑 正樹 自治労本部社会福祉局長 

  17：00  閉 会 

 

 ＜第１分科会＞ 「生活保護・生活困窮者自立支援」 ２月23日（日） 

  ９：30  受 付 

  10：00  開 会 

       厚労省要請報告とこれまでの成果 

  10：10  行政説明「生活保護及び生活困窮者自立支援の現状と今後」 

          竹内 尚也 厚生労働省社会・援護局保護課長 
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  11：20  休 憩 

  11：35  参加者グループワーク 

  12：50  佐藤 剛士 部会長まとめ 

  13：00  閉 会 

 

 ＜第２分科会＞ 「児童相談・社会的養護」 ２月23日（日） 

  ９：30  受 付 

  10：00  開 会 

  10：10  行政説明「児童虐待防止対策の強化の現状と人材の確保・定着の取り組み、 

            一時保護時の司法審査等について」 

          布施 裕司 こども家庭庁支援局虐待防止対策課児童福祉専門官 

  11：00  行政説明「市町村の体制強化について」 

          嶋﨑 正敏 こども家庭庁育成局成育環境課課長補佐 

  11：30  休 憩 

  11：40  参加者グループワーク 

  12：50  森田 修平 部会長まとめ 

  13：00  閉 会  
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講演②

演者はいち小児科開業医ですが、臨床心理士の認定も
受けています。本日は臨床心理士としての社会化の発
達理論を持って、一般小児科臨床を外来で行っている
者の目からみた子どもの発達について報告します
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1994年井上作成
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黒田官兵衛
くろかんくん
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1983年
Developmental-
Behavioral
Pediatrics
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Take Home Message
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physical growth

sensory and motor maturation

social and emotional development

             attachment  behavior

cognitive  development

language  acquisition

initial  language
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physical growth and neuromotor  maturation

increasing capacity for symbolic functioning
language  development

language  and  thought
evolution  of   play

identification  and  expanding social  values

behavioural style  and  individual  difference
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language  development

 
 

language  and  thought
evolution  of   play

(1) exploring   and   movement  play
(2)  fantasy,  feeling,  and  make-believe play
(3)  play  and  imitation
(4)  social  play
(5)  the role of  play in the problem-solving  of   children 3-5  years old
(6)  creative  and  constructive  play
(7)  Games  with  rules
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Late adulthood

Entering middle adulthood

Entering the adult world

Daniel J.Levinson

EARLY CHILDHOOD TRA SITIO

EARLY ADULT TRA SITIO

Age thirty transition
Settling down

MIDLIFE  TRA SITIO

Age fifty transition
Culmination of middle adulthood
LATE  ADULT  TRA SITIO

1. Childhood
and  Adolescence

2. Early 
Adulthood

3. Middle
Adulthood

4. Late
Adulthood

3
0

22
17

45
40

65
60

ERAS  I   THE
MALE  LIFE  CYCLE

IN: The Seasons
of A Man’s Life. 

1978
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第１分科会資料 
 

 





第１分科会「生活保護・生活困窮者自立支援」 会場：連合会館２階 

１ 
両制度に関する苦労や悩みを共有し、やりがいの持てる職場を

めざして。 

 

【内 容】 

  9：30  受 付 
10：00  開 会 

       厚労省要請報告とこれまでの成果 
10：10  行政説明「生活保護及び生活困窮者自立支援の現状と今後」 

        竹内 尚也 厚生労働省社会・援護局 保護課長 
 11：20  休 憩 

11：35  参加者グループワーク 
      ※事前アンケートに基づきグループワークを行います。 
12：50  佐藤 剛士 部会長まとめ 
13：00  閉 会 
 
   担当：佐藤部会長、小泉幹事、宇賀神幹事、深沢幹事、亀間幹事、 
      瀧川幹事、高松幹事、田口幹事 
   司会：亀間幹事 
   グループワーク：各テーブルごとに幹事がコーディネート 

 

この分科会では、生活保護や生活困窮者自立支援業務に携わる方々を対象

として、制度の課題や現場の実態について共有し理解を深めるとともに、全国

の仲間との交流をはかり、参加者同士が単組に戻っても気兼ねなく相談など

が出来る関係づくりをめざします。 

具体的には 2025 年２月に実施した厚生労働省への要請行動と、これまでの

要請行動の成果について報告を行うほか、厚生労働省 保護課長による行政説

明を予定しています。また、参加者へのアンケート調査を実施して、グループ

ワークによる意見交換を中心に企画しています。日頃の支援で困っているこ

とや、業務上の課題などについて共有し、生活保護及び生活困窮者自立支援制

度における支援の充実をめざします。（参加者のみなさまは職場の名刺を持参

して下さい） 
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 基調提起  

福祉事務所（生活保護・生活困窮者自立支援） 

 
１．生活保護と生活困窮者を取り巻く情勢について 

 生活扶助基準については５年に一度、年齢階級・世帯人員・級地別の分析を行い、大き

な見直しを行っています。直近である 2023 年 10 月の改定では、一般低所得者世帯の消費

水準との比較において高齢世帯を中心に基準引き下となる世帯が多い内容となり、物価高

やコロナの影響といった当時の社会経済的情勢を勘案していないという世論から、2023 年

度～2024年度は比較対象となる低所得者世帯の消費水準に1,000円を加算することにより

生活扶助費を引き上げ、現行基準以上を維持することとした臨時的・特例的な措置となり

ました。 

2025 年度以降の見直しにあたり、財務省は、臨時的措置に合理的な算定根拠はなく一般

低所得者世帯との間で大きな不均衡を生んでいるとして措置の解除を意見していましたが、

12 月の財務大臣と厚生労働大臣の事務折衝において、上昇基調にある物価高、賃上げなど

による緩やかな消費増を考慮し、特例措置を延長し、2025 年度～2026 年度について、2023

年度に比較対象とした低所得者の消費水準に 1,500 円を加算（前回特例措置に＋500 円）

する形で生活保護基準を引き上げ、それでもなお、基準引き下げとなる世帯は現行基準を

保障するという決着となりました。厚生労働省は、受給世帯のおよそ 58％にあたる 94 万

世帯で基準額が引き上げとなるとしています。 

 また、2027 年度以降の生活扶助基準については、前回と同様に今後の社会経済情勢等の

動向を見極め、一般低所得世帯の消費実態との均衡を図る観点から必要な対応を 2027 年度

予算の編成過程において改めて検討するとしており、その際には、５年に一度の生活保護

基準部会での定期検証について、１年前倒しでの実施を図り、その検証結果を適切に反映

するとしています。 

前回に引き続き、世論を背景に政治決着をみた形となりますが、いみじくも財務省の意

見のとおり、加算額にも合理的な算定根拠はなく、この額が社会経済情勢を適切に反映し

たものとは言えません。この特例措置が一度ならず二度まで続いたことは、５年に一度の

定期検証・基準額の算定方法が急激に変化する社会経済情勢の変化に全く対応できていな

いことを意味しています。自治労としても、昨日に厚生労働省（以下、厚労省）に対し、

生活保護基準の見直しの改題も含め、生活保護・生活困窮者自立支援施策に関する要請・

意見交換を行いました。 

すでに一部が施行されている生活保護法、生活困窮自立支援法等の改正については、居

住支援強化と両制度・支援関係機関等の連携強化が盛り込まれています。2025 年度４月１

日から、居住支援については、自立相談支援事業・重層的支援体制整備事業における住ま

い・入居後の生活支援相談の明確化、一時生活支援事業改め居住支援事業実施の努力義務

化、地域居住支援事業による見守り支援期間の柔軟化等が施行され、両制度・支援関係機

関等の連携強化では、生活保護について、枠組みのなかった関係機関との連携を行う会議

体の設置、生活保護受給者向けの就労準備支援事業・家計改善支援事業・居住支援事業の

自治体任意事業としての法定化、都道府県によるデータ分析等を通じた市町村支援の枠組
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みの創設、生活困窮自立支援では、支援会議設置の努力義務化、就労支援準備事業・家計

改善支援事業の全国実施の推進、生活保護受給者が生活困窮者向けの３事業を利用できる

一体実施の仕組みの創設等が施行されます。生活保護や生活困窮支援に、居住問題や両制

度の連携が必要不可欠なことは明らかですが、とくに居住支援については、自治体の福祉

現場として、必ずしもなじみがあった分野とはいえず、これらの制度を実効性のあるもの

とするために、業務負担増に見合った人員の確保が重要となります。 

 
２．具体的な取り組み（2024 年度運動方針より一部抜粋） 

（１）  本部は、2023 年 10 月改定時、臨時的・特例的な措置として現行基準以上を維持

した生活扶助基準の 2025 年 10 月からのに見直しについて、「社会経済情勢を勘案

して設定する」とした国の方針を踏まえ、物価高騰下の引き下げに反対し、厚生労

働省要請、組織内国会議員を通じた国会対策等必要対策を進めます。 
（２）  ケースワーク機能の充実をはかるため、福祉事務所の実施体制の強化を求め、本

部は交付税措置の充実及び、これ以上の地方公務員の削減とならないよう国会対策

を含め、取り組みを強化します。また、県本部・単組は、人員確保闘争として取り

組みを進めます。 
（３） 本部は、改正生活保護法および生活困窮者自立支援法の 2025 年４月からの施行に

むけ、新たな業務増に伴う人員確保に必要な財源の確保を求めます。また、法改正

による業務増に見合う各福祉事務所のケースワーカー、生活困窮者自立支援制度の

各事業の相談員等の増員を求めます。 
（４） ケースワーカーの特殊勤務手当については、地方交付税により予算措置されてい

ることから、生活保護行政を行うすべての自治体において、単組は積算単価以上の

水準の手当の支給を求め、処遇改善をはかるよう取り組みを進めます。 
（５）  生活保護受給者の国保への加入を含めた医療扶助の在り方については、部会にお

いて、財政議論ありきではなく、受給者の心理的側面、医療扶助適正化、職員の業

務負担増等の影響をふまえて議論し、国に対し意見反映等に取り組みます。 
（６） 生活困窮者自立支援については、物価高騰等による支援の急増に対応した人員強

化を求めるとともに、貧困の解消と格差の是正にむけて、予算の拡充と実施体制の

強化をはかり、第二のセーフティーネットとしての制度充実を求めます。また、自

治体における総合的な相談支援体制の構築にむけて取り組むとともに、地域におけ

るネットワークづくりを進めます。 
（７） 子どもの貧困状況は依然として大きな課題であり、貧困の連鎖を防ぐための社会

システム構築、貧困率の改善をめざして国に取り組みを求めるとともに、地域で子

どもや保護者を支援する活動を広く展開されるよう NPO、社会福祉協議会、自治体

等と連携し取り組みを進めます。 
（８） 病気や障害のある家族の介護や世話をする子ども「ヤングケアラー」への各種支

援を国に求めます。 
（９） 厚生労働省担当部門と制度や実施体制の課題などについて、定期的に意見交換や

要請行動を実施し、自治労として現場の意見反映に努めます。また、これ以上の地

方公務員削減は、行政の使命である社会福祉・社会保障を向上させる業務に支障を
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与える状況となっており、総務省に対しても地方公務員確保の要請行動を実施しま

す。 
（10） 福祉事務所等で専門職として勤務する会計年度任用職員が増えています。会計年

度任用職員の勤務労働条件整備等の処遇改善をはかるため、組織化に向けて取り組

みます。 
（11） ひきこもり地域支援センター、ひきこもりサポート事業、ひきこもりサポーター

派遣事業の拡充に必要な財源確保を求めるとともに、ひきこもり者と地域とのつな

がりや、社会参加の促進に取り組みます。また、ひきこもり者の家族への支援とし

て、相談援助や心身のケアなどへの取り組みと、そのための財源確保を求めます。 
（12） 地連・県本部単位での福祉事務所・児童相談所の部会の設置や、関係集会の開催

および福祉集会での分科会設置を支援し、情勢の把握と運動の意思統一をはかると

ともに職場実態の交流を深め、実施体制の改善に取り組みます。 

（13） ウェブ使用による利点を取り込みつつ、対面を基本とした「くらしとこどもの福

祉を考える全国集会」の企画・運営を継続的に行い、課題共有と運動の拡大をはか

るとともに、参加者の議論を政策提言や厚労省要請に反映します。 

 
３．省庁への働きかけについて 

（１）厚生労働省要請行動 
 本部セーフティネット部会では、毎年厚労省に対し生活保護と生活困窮者自立支援に関

する要請書を提出し、その後厚労省課長を含む担当係長などと意見交換を実施しています。 
 生活保護・生活困窮者自立支援制度においては、どちらも実施主体が福祉事務所であり、

生活困窮者自立支援制度の実施主体の約７割が社会福祉協議会が委託を受けている状況か

らしても、自治労の組合員がどの組織よりも一番現場を把握していることは言うまでもあ

りません。したがって、厚労省からも「現場の実態を把握している自治労の意見について

は大変参考になる」と評価をいただいているところです。実際にこれまでの要請により以

下のとおり少しずつではありますが、制度が改善されているものもあります。 
 厚労省要請では、自治労の現場の実態を伝える場であると同時に、自治労が要請してい

る項目に対して、厚労省の考え等を聞く場でもあり、自治労と厚労省はともに同じ方向を

向いていると感じる場面も多くあります。その中で、「厚労省としても予算確保にも努めて

いるが、実施するかしないかは自治体の判断」と認識せざるを得ない部分もあるため、私

たちもしっかりと各単組で要求し交渉をしていくことが必要です。 
 

 要求や要請内容 具体的な成果 

① 

訪問ケース（年１回）の

対象施設拡充について 

以前は年に１回の訪問ケースとして認められていた要件や施設等は、長期入院患者・

認知症対応型共同生活介助（グループホーム）入所者・生活扶助を目的とする施設も

しくは介護施設に入所している者・保護施設通所事業を利用している者に限定され

ていたが、夜勤職員が常駐しているなど昼夜の体制が整っている等の要件を満たし

ている軽費老人ホーム・サービス付き高齢者向住宅・有料老人ホームの被保護者につ

いても適用されることとなりました。 

② 高校生のアルバイト収 これまで高校生の申告の無いアルバイト収入については「不正」として法第７８条を
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入に対する費用徴収処

分（法第７８条）適用の

緩和について 

適用していましたが、本人が収入申告義務をよく理解していない場合や、本人に悪気

がない場合については、子どもの自立への意欲を削がない対応へ見直されました。

不正受給の意思の確認にあたっては、世帯主及び世帯員の病状や家庭環境を考慮す

ることとし、収入申告義務の理解が極めて困難であり、適正に収入申告が行われなか

ったことがやむを得ないとされた場合には、法第６３条に基づく費用返還として取

り扱いができることとなりました。 

③ 

高校生等のアルバイト

収入に対する収入認定

除外の拡充について 

大学等の入学の受験料など進学のために事前に必要となる経費に当てる場合には、

収入認定を行わず手元に残すことが可能となりました。学習塾費についても収入認

定除外の対象に加えられました。さらに大学受験に必要となる交通費・宿泊費等につ

いても収入認定除外の対象となりました。 

これらに加え、前期授業料等の入学に際して一般的に事前に大学等への納入が必要

となる費用についても認定除外とできることが新設されました。 

④ 

法第６３条に基づく返

還金に対する保護費か

らの徴収について 

確実な返還を求めるため、７７条の２により保護の実施機関が被保護者の生活に支

障がないと認めた場合、本人同意を前提として保護費からの徴収が可能となった。

⑤ 

年金統合に伴う収入認

定の端数処理について 

年金統合により年度途中で少額（１円～３円）の改定が生じることとなったため、こ

の端数処理に対する認定額の変更や、改定通知書の回収等で大変な労力を費やして

いましたが、月額の収入認定を年間受給額の１２分割で認定することが可能となっ

たため、事務処理の簡素化につながりました。 

⑥ 

児童扶養手当の支給月

の変更について 

生活保護制度ではありませんが、これまで児童扶養手当が３ヶ月毎に支給されてい

たため、計画的な家計管理が困難となり、被保護世帯の自立の助長やケースワークに

支障をきたしていた現状を要請してきました。それらの要請もあり支給月が２ヶ月

毎へと改善されました。 

⑦ 

生活困窮者自立支援制

度の構築につい 

リーマンショック以降の生活保護受給者の大幅な増加を踏まえ、生活保護に至る前

の第２のセーフティーネットが必要であったため、自治労はハローワーク・社会福祉

協議会・日弁連等と連携して制度設計の提言を行い、生活困窮者自立支援制度が確立

しました。 

⑧ 

生活困窮者自立支援制

度における任意事業の

必須化について 

制度開始当初は任意事業であった「就労準備支援事業」と「家計改善支援事業」につ

いては義務化になることが社会保障審議会（生活困窮者自立支援制度及び生活保護

部会）で示されましたが見送りとなりました。 

 
（２）社会保障審議会 生活困窮者自立支援及び生活保護部会 
 生活保護や生活困窮者自立支援の制度について検討する社会保障審議会には、連合から

自治労意見をふまえた委員が参画しており、制度構築において重要な役割を担っています。 
 

【第 21 回（2022.10.14）生活困窮者自立支援制度と関連施策の連携のあり方等について】 

福祉事務所と関係機関の連携は重要だが、前回も述べたとおり、会議の開催に伴う CW の事務負担の増加により支援

の質を落としてはならない。協議内容やメンバーが重複する似たような会議との統合など効率化している自治体の

好事例があれば横展開し、地域の実情も踏まえて整理を進めるべき。 
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【第 22 回（2022.10.31）支援を担う体制づくり及び人材育成等について】 

CW は会計年度任用職員が多くなっているとのことだが、生活保護行政をしっかりと進めていくためには、職員定数

の課題もあるが正規職員を多く採用し、福祉事務所の機能強化をはかるべきであり、そのための財政措置も講じる必

要がある。 

【第 25 回（2023.09.22）「生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関するこれまでの議論の整理（中

間まとめ）」において示された検討事項への対応状況等について】 

生活困窮者向けの事業の中で、被保護者も支援できるようにする方向性が示されているが、行財政改革により職員削

減に取り組みマンパワー不足に悩む自治体もある。生活困窮者自立支援制度と生活保護制度、両方の人員体制の強化

と、そのための国の財政支援を講じるべき。 

【第 26 回（2023.10.23）生活困窮者への自立相談支援及び被保護者への自立支援のあり方について】 

生活困窮者自立支援制度と生活保護制度の連携に異論はないが、連携が優先されて、それぞれの事業がおろそかにな

らないよう注意が必要だ。 

【第 27 回（2023.11.27）生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する最終報告書（案）について】

生活困窮者自立支援制度・生活保護制度の機能の充実・強化、とりわけ人員体制の強化には財源の裏付けが必要だ

が、最終報告書（案）では全く触れられていない。財源の必要性を書き込むべき。 

 
４．第 27 回参議院選挙闘争の推進について 

 自治労は、第 97 回定期大会で、2025 年７月に行われる第 27 回参議院選挙全国比例区自

治労組織内候補予定者として、「岸まきこ」現参議院議員を立憲民主党から擁立することを

決定しています。 

 私たちの職場に密接に関わり、住民の生活に大きく影響する介護、保育、生活保護など

の社会保障制度は、すべて政治の場で決定されます。また、私たち自治体職員を含め公共

サービス労働者の賃金・労働条件にも、法律や条例は大きく影響し、国家公務員の賃金も

国会の議決を経た一般給与法により規定されます。 

 その意味で、労使の交渉だけでは超えられない壁があるのも事実です。公共サービス、

とりわけ福祉の現場で働く私たちは、仮に政治に無関心であったとしても、好むと好まざ

るとに関わらず、政治に『無関係』ではいられません。 

 これまで「岸まきこ」議員は、私たちの代弁者として、国会において福祉現場の思いや

地方自治の重要性を国会で訴えてきました。社会福祉評議会の取り組みとして、私たちの

労働条件や住民の福祉をさらに良いものにしていくため、各県本部・単組における集会、

幹事会、部会等において、「岸まきこ」の名前を周知・徹底していくことが重要です。 
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2025 年２月 21日 

 

厚生労働大臣 
福岡 資麿 様 
 
                          全日本自治団体労働組合 
                         中央執行委員長 石上 千博 
 

生活保護・生活困窮者自立支援施策に関する要請書 

 
生活保護受給者や生活困窮者への多様な支援にむけた貴職並びに政府のご努力に対し、

心から敬意を表します。 

 長引く物価高騰等の影響により、直近の被保護者調査で 2024 年 11 月の生活保護申請

件数が５カ月連続で前年同月を上回るなど生活困窮者等を取り巻く環境は厳しさを増し

ています。 

私たち自治労は、憲法第 25条の趣旨に則り、社会的弱者が誰ひとり取り残されること

のない社会の実現をめざす上で、生活保護制度や生活困窮者自立支援施策の一層の充実

が重要であり、そのためには人員確保を含めた支援関係機関の体制強化が必要であると

認識しています。 

つきましては、こうした立場から、生活困窮者等の自立のさらなる促進をはかるため

以下のとおり要請します。 

 
記 

 
＜生活保護制度＞ 
１．福祉事務所の実施体制強化について 

 （１）本来あるべき伴走型で充実したケースワークをおこなうため、ケースワーカー

および査察指導員の地方交付税の算定上の増員をはかるよう総務省に働きかける

こと。 
（２）ケースワーカーおよび査察指導員の配置について、職員一人あたりの担当世帯数

の標準数（市部 80 世帯、郡部 65 世帯）を満たす人員が確保できていない状況を

抜本的に改善すること。また、標準数に含まれる世帯類型に関しても業務量に大

きく影響するため一定の基準等を示すこと。（◎） 
（３）ケースワーク業務を行っている会計年度任用職員、任期付職員、再任用職員の数

および業務内容に関する実態調査を速やかに行い、正規職員の配置など、適切な

実施体制となるよう指導すること。（◎） 

 

２．生活保護基準について 

  生活保護基準や各種加算の見直しについては、物価高騰の影響や改定時期に即した

生活水準などが十分に考慮された方式を検討すること。（◎） 
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３．加算制度について 

 （１）精神障害における障害者加算の認定に二通りの判定基準があり、精神障害保健福

祉手帳による障害の程度が同じであるにも関わらず、取り扱いに差異が生じる場合

があることや、現場では過度な業務負担や誤支給等も生じていることから、公平で

簡便な加算制度に変更すること。 
 （２）夏季の熱中症対策に必要な期間が長期化していることに加え、電気料金の高騰も

重なり、家計を圧迫する状況となっているため、夏季における光熱費の支出状況で

の検証に加え、熱中症による死亡増などの背景も加味して、夏季加算の制度を創設

すること。（◎） 
 

４．各種の扶助について 

 （１）単身の生活保護受給者の死亡等を起因とした部屋の原状回復費の請求に際し、敷

金等だけでは賄えない状況があるため、居住支援の強化措置等において対応できる

よう検討すること。（◎） 

 （２）単身入院患者における最低生活費について、以下のとおり改善をはかること。 

   ①居宅を有する入院患者に係る入院期間の共益費や光熱費等について加算等の新

たな措置を行うこと。（◎） 

   ②常時失禁状態にある患者のおむつ代について、物価高騰の影響等により支給額の

上限額を超え、入院患者日用品費でも充当できずに滞納となる事例があることか

ら、実費を支給すること。 

（３）入学準備金について、制服のほかにも多種多様な学校指定品の購入費目や、実業

高校進学においては普通科以上に購入必須の費目も多くあり、上限額を超える実

態がみられることから、実費の支給が可能となるよう必要な措置を講じること。 

（４）スマートフォンについては、すでに国民の９割以上が所有している生活必需品で

あること、連絡先として求職活動には欠かせず、各種連絡ツールとしての必要性も

相当高い状況であることを踏まえ、購入費用について一時扶助による支給が可能

となるよう措置を講ずること。（◎） 

 

５．世帯員の大学等への進学について 

 大学等への進学は世帯の自立助長に資するものであることから、奨学金やアルバイ

ト収入等の自立更生計画の策定等を義務付けたうえで、「世帯内進学（就学）」を認め

ること。また、保護開始時において、すでに大学等へ就学している者についても同様

とすること。 
 

６．生活保護制度の見直しについて 

（１）ケースワーカーと関係機関との支援の調整や情報共有するための会議体の設置

が法定化されたことについて、会議体を開催するための事務や調整等が過度な負担

とならないよう対策を講じること。 

（２）子育て世帯へのアウトリーチ事業については、貧困の連鎖を防ぎ、支援の質の向

上が非常に期待できる事業であるため、任意事業実施による効果等を踏まえつつ、
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早期に必須事業として措置するよう検討すること。 

（３）生活保護と生活困窮者自立支援の連携強化措置として法定化された、任意事業

（就労準備・家計改善・地域居住支援）の利用について、好事例の横展開をはかる

等、各自治体の積極的な活用が推進されるよう取り組むこと。（◎） 

（４）生活保護受給者の国保や後期高齢者医療に加入については、財政論ありきではな

く、受給者の権利、自治体の業務増等を総合的に勘案した上で慎重な検討を行うこ

と。 

（５）生活保護システムの標準化については、各福祉事務所において実務に一定の負担

が生じることやかかり増し費用が発生する可能性もあることから、システム改修に

際しては必要な財政支援を行うこと。また、標準化の移行期限について、より柔軟

に対応すること。（◎） 

 

＜生活困窮者自立支援制度＞ 

７．生活困窮者自立支援制度について 

 （１）自立相談支援事業は本制度の根幹であることを踏まえ、継続的で効果的な支援体

制を確保する必要があるため、相談支援員等が継続して働き続けられるよう雇用の

安定や賃金水準の引き上げ等の処遇改善をはかり、そのための財政支援を講じるこ

と。（◎） 

 （２）任意事業（子どもの学習援助事業・就労準備支援事業・家計改善支援事業・一時

生活支援事業）を早急にすべての地域で事業利用が出来るよう体制整備を推進する

こと。 

 （３）生活困窮者自立支援制度所管課と生活保護制度所管課との連携は必要不可欠であ

るものの、自治体によっては、十分に連携がはかられていない現状があることから、

さらなる連携強化にむけた助言を継続して行うこと。（◎） 
 （４）任意事業の実施率が徐々に伸びてきていることを踏まえ、今後の支援内容の充実

をはかるため、各種研修制度や研修体制の整備のための財政支援を行うこと。 
 
 

以  上 
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「生活保護及び生活困窮者自立支援の現状と今後」

竹内　尚也　厚生労働省　社会・援護局保護課長

別冊

行政説明
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第２分科会「児童相談・社会的養護」 会場：連合会館２階 

２ 
改正児童福祉法から考える福祉現場の実践と課題 

 

 

【内 容】 

９：30  受 付 

  10：00  開 会 

  10：05  こども家庭庁要請行動報告 

  10：10  行政説明「児童虐待防止対策の強化の現状と人材の確保・定着の 

            取り組み、一時保護時の司法審査等について｣ 

        布施 裕司 こども家庭庁支援局虐待防止対策課 児童福祉専門官 

  11：00  行政説明「市町村の体制強化について」 

        嶋﨑 正敏 こども家庭庁育成局成育環境課 課長補佐 

  11：30  休 憩 

  11：40  参加者グループワーク 

  12：50  森田 修平 部会長まとめ 

  13：00  閉 会  

 

 
  担当：森田部会長、神成幹事、渡辺幹事、武田幹事、中村幹事、 

松本幹事、千代窪幹事 
  司会：北嶋副部会長 

 

2024 年 4 月から改正児童福祉法が施行されました。市区町村の体制強化を

図るため、児童福祉と母子保健に関する一体的な相談支援を行う「こども家庭

支援センター」の設置とその全国展開やサポートプランの策定、子育て世帯訪

問支援事業・児童育成支援拠点事業・親子関係形成支援事業の円滑な実施等が

強く求められています。児童相談所関連では、親子再統合支援事業の実施、里

親支援センターの児童福祉施設としての位置づけ、児童自立生活援助事業の

対象者等の年齢要件等の弾力化や児童の意見聴取等の仕組みの整備等、法律

改正が目まぐるしく行われています。2025 年 6 月からは、一時保護開始時の

司法審査の導入が開始されます。恒常的に業務が多忙となっている児童相談

所等の現場が、これらの新たな施策を能動的に実施していくためには「人員確

保」をはじめとする「処遇改善」が喫緊の課題ということは言うまでもありま

せん。 

本分科会では、国の動向を知り、また各現場における実態を全国各地の仲間

と共に共有し、その現場の声を集約しながら、今後のこども家庭庁等への要請

行動へと繋げていきたいと思います。 
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 基調提起  

〔児童相談所・市町村児童相談、社会的養育部門〕 

 
１．はじめに 

2024 年 9 月、こども家庭庁は 2022 年度の児童相談所による児童虐待相談対応件数

を公表しました。全国 232 箇所の児童相談所で対応した児童虐待に係る相談件数は 21

万 4,843 件と前年度（207,660 件）より 7,183 件（3.5％）増え、過去最多を更新して

います。 

相談の内容別件数は、多い順に、心理的虐待 12 万 8,114 件（全体の 59.6％：前年

12 万 4,724 件）、身体的虐待 4 万 9,464 件（23.0％：前年 49,241 件）、ネグレクト 3

万 4,872 件（16.2％：前年 31,448 件）、性的虐待 2,393 件（1.1％：前年 2,247 件）

となっています。前年度比では、増加率順に、ネグレクトが＋10.8％（3,424 件の増

加）、性的虐待が＋6.4％（146 件の増加）、心理的虐待が＋2.7％（3,390 件の増加）、

身体的虐待が＋0.5％（223 件の増加）となっています。この多様な虐待事案の一律的

な扱いが児童相談所をはじめとした相談機関の業務逼迫の大きな要因であり、重大事

案の見落としにもつながる恐れがあり、トリアージ的施策が求められるところです。 

一方、主な相談の経路別件数は、多い順に警察等 11 万 2,311 件（全体の 52.3％）、

近隣知人 2 万 2,188 件（10.3％）、家族親戚 1 万 7,840 件（8.3％）、学校 1 万 4,329

件（6.9％）となっています。 

こども家庭庁は虐待相談件数が増加した要因として、心理的虐待に係わる相談対応

件数の増加（＋3,390 件）、警察等からの通告の増加（＋9,207 件）、関係機関の児童

虐待防止に対する意識や感度が高まり、関係機関からの通告が増加したことを挙げて

いますが、公表ごとに過去最多を更新し、内容別件数、経路別件数、増加要因の分析

についても 30 年以上変わることがないなど、これまでも何度も児童福祉法を改正し

ていますが、児童相談所における虐待相談対応件数の増加、虐待による死亡事件も後

を絶ちません。2024 年 4 月から改正児童福祉法が施行され、2025 年 6 月からは一時

保護時の司法審査が実施されます。児童相談所や市区町村の体制強化を求めていく一

方、児童福祉法に定められた多大な業務増を伴う施策をただ重ねることが、本当に児

童虐待防止につながるのかを改めて考えていかなければなりません。 

また一時保護時の司法審査に関して、こども家庭庁は今後、順次 Q&A の発出、一時

保護決定通知書様式例等の提示、一時保護時の司法審査手続きにおける戸籍謄本等の

広域交付の活用に関する通知の発出等を行うとともに、施行に向けてマニュアル等の

周知を徹底していくとしていますが、今後もマニュアルの実効性やマニュアル記載以

外の課題等も含め、現場からの意見を反映する取り組みを行っていきます。 
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２．改正児童福祉法 

子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化してきている状況等を踏まえ、

児童等に対する家庭及び養育環境の支援を強化し、児童の権利の擁護が図られた児童

福祉施策を推進するため、要保護児童等への包括的かつ計画的な支援の実施の市町村

業務への追加、市町村における児童福祉及び母子保健に関し包括的な支援を行うこど

も家庭センターの設置の努力義務化、子ども家庭福祉分野の認定資格創設、市区町村

における子育て家庭への支援の充実等を内容とする「児童福祉法等の一部を改正する

法律」が 2022 年 6 月 8 日に成立しました。2024 年 4 月から改正児童福祉法が施行さ

れ、特に関係するものとして、市区町村の体制強化としては、児童福祉と母子保健に

関する一体的な相談支援を行う「こども家庭センター」の設置とその全国展開、子育

て世帯訪問支援事業・児童育成支援拠点事業・親子関係形成支援事業の円滑な実施、

児童相談所の強化としては、親子再統合支援事業の実施、里親支援センターの児童福

祉施設としての位置づけ、としています。 

「こども家庭センター」の設置状況については、2024 年５月１日時点の全国の市区

町村 1,741 自治体において、設置済の市区町村は 876 自治体（50.3％）、未設置の市

区町村は 865 自治体（49.7％）となっています。人口規模 1万人未満自治体の未設置

割合は 78.0%、1 万人以上 10 万人未満自治体も 42.2%となっています。一方、こども

家庭センターの業務として「サポートプランの作成」がありますが、策定率等につい

ては未公表であるため、現状をきちんと確認していく必要があります。 

2025 年 6 月には一時保護開始時の司法審査の導入が開始されます。恒常的に業務

が多忙となっている児童相談所等の現場が、これらの新たな施策を能動的に実施して

いくためには「人員確保」をはじめとする「処遇改善」が喫緊の課題であり、今後も

国会対策や省庁対策等必要な取り組みを行っていきます。 

また 2025 年の通常国会では、児童虐待への対応強化を柱とした児童福祉法などの

改正案が出されています。内容としては、虐待で児童相談所に一時保護された子ども

と保護者との面会について、虐待と認定される前の「疑い」の段階でも、子どもに悪

影響がある場合は保護者との面会や通信の制限が可能になること、また虐待などを理

由に一時保護された子どもの受け入れ先について、子どもの安全や質の担保が課題と

なっていたことより事前に登録を受けた施設に対してのみ一時保護を委託できるよ

うにする、そして児童養護施設等と同様に、保育所や母子生活支援施設等の職員によ

る虐待に関する通報義務等を設けること、となっています。 

 

３．こども養育の現状 

文部科学省が実施した調査では、2022 年度の国立、公立、私立の小・中学校の不登

校児童生徒数が約 34 万 6 千人（過去最多：昨年 29 万 9 千人）・在籍児童生徒に占め

る不登校児童生徒の割合 3.7％（前年度 3.2％）、高等学校における不登校児童も 6万

8千人（昨年 6万人）・在籍生徒に占める不登校生徒の割合 2.4％（前年度 2.0％）と

なっています。小・中・高等学校における暴力行為の発生件数は 10 万 8 千件（前年
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度 9万 5千件）で過去最多となりました。加えて、小・中・高等学校から報告のあっ

た自殺した児童生徒数が 397 人（昨年：411 人）等の結果も明らかになりました。引

き続き、子育てを取り巻く環境等には注視しながら、各関係機関との連携、地域の見

守り体制も含めた支援体制の強化を図っていく必要があります。 

ヤングケアラーについても社会的な問題の一つです。2021 年度に全国の小学生等

を対象として実施された調査によると、世話をしている家族が「いる」と回答した小

学６年生が 6.5％、そのうち、世話の頻度は「ほぼ毎日」との回答が５割超、平日１

日あたりで世話に費やす時間は「７時間以上」と回答した者も７％いることが明らか

になりました。 さらに、学童期や思春期は、その後の人生の基盤を作るような成長・

発達における重要な時期であり、ヤングケアラーとして過度な負担が続くと、こども

自身の心身の健康が保持・増進されない、学習面での遅れ、社会性発達の制限、進学・

就労への影響等が出るとの研究結果も報告されており、早期にヤングケアラーのニー

ズを把握し、支援する必要性があると考えられます。 

  

４．児童相談所の強化について 

 児童相談所や市町村の体制強化を計画的に進めるとともに、児童虐待防止対策を更

に進めていくため、児童虐待防止対策体制総合強化プランに代わり新たに「新たな児

童虐待防止対策体制総合強化プラン」を 2024 年 12 月 23 日に再改定されました。2023

年度から 2026 年度までが本プランの対象期間とされており、児童福祉司は、2026 年

度末までに全国で 1,610 人程度増員（2022 年度 5,780 人程度→2026 年度 7,390 人

程度）、児童福祉司の指導・教育を行うスーパーバイザーは、390 人程度の増員（2026
年度 1,350 人程度）、児童心理司は、2026 年度までに全国で 950 人程度増員する（2026
年度：3,300 人程度）とされました。 
 また、人員体制の強化以外に児童相談所における AI の活用等による児童福祉司等

の業務負担の軽減を図る取組みが推進されています。さらに司法審査が導入される一

時保護について、対象となる児童や親権者等の特定に必要な戸籍謄本の取得について、

広域交付の公用請求の活用により、業務負担軽減が図られています。 

「児童虐待防止対策の抜本的強化について」に基づいた児童福祉司等の処遇改善と

して、児童福祉司、児童心理司、保健師、一時保護所職員について月額 20,000 円を

積算として 2020 年度から普通地方交付税措置（一時保護所職員は児童入所施設措置

費）を拡充しています。厚生労働省の調査では 2021 年４月１日現在、74 自治体中、

児童福祉司について 56 自治体、児童心理司について 53 自治体、一時保護所職員につ

いては 51 自治体が処遇改善を実施しており、処遇改善を行っていない自治体の労組

においては、当局に対する要求・交渉が今後さらに求められます。 

 このように、明らかに体制は強化されていますが、前述したとおり、児童相談所の

虐待相談対応件数は増加の一途をたどり、虐待による死亡事例は後を絶ちません。ま

た、現場での業務に対する負担感も従前と大きく変わりはなく、軽減している状況と

はいえません。現場の状況を訴えるとともに、どのような政策を掲げればいいのかを
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国に対し、現場の声として提言していくことが重要です。 

 

５．市町村の現状 

 市町村が対応した児童虐待対応件数について、児童相談所と同様に増加傾向であり、

2022 年度福祉行政報告例によると、全国の市町村における児童相談受付件数は 47 万

9 千件であり、その内児童虐待相談については 16 万 2 千件となっています。市町村に

おける相談体制に関する強化については、「こども家庭センター」を中心に全ての妊

産婦、子育て世帯、こどもへの一体的に相談支援を行う体制整備が求められています。

さらにサポートプランの活用や関係機関との連携強化を通じ、こどもや家庭への支援

に当たっての適切なアセスメントの実施が推進され、さらに統括支援員やこども家庭

支援員などこども家庭相談に対応する職員について、研修の実施等により専門性の向

上を図ることが問われています。市町村の規模や取り組み状況等によって、対応力の

差がさらに拡大する懸念もあり、改正児童福祉法における市区町村の体制強化や現場

の状況を確認し、職場・単組・県本部等の取り組みにより財源や人材の確保を求めて

いきます。 

 

６．関連する諸問題 

 女性への支援の根拠法でもあった「売春防止法」が女性の貧困問題、DV、虐待、性

犯罪被害などの問題が浮き彫りになり、「困難な問題を抱える女性への支援に関する

法律」が 2024 年 4 月 1 日より施行されました。この法律は、さまざまな事情で問題

を抱える女性を支援対象として明記しました。対象は「性的な被害、家庭の状況、地

域社会との関係性などにより困難な問題を抱えた女性」と定め、国が支援に関する基

本方針を示しています。この婦人保護事業は児童福祉とも大きく関わることが多いで

すが、こども家庭庁には移管されず、厚生労働省に所管は残ったままとなっています。

女性相談所やシェルターに保護された母と児童相談所に保護された子などの要保護

児童対策地域協議会を含めた連携、さらには児童福祉法改正において、特に施設等に

入所している児童における年齢上限のボーダーレス化と女性相談所等の利用者や特

定妊婦の低年齢化から両制度に重なる部分の新たな連携についても注視していかな

ければなりません。 

なお、自治体にとっても、所管が異なることで、組織機構の見直しや、各種事務・

事業の手続き等に影響を与えることから、創設にあたっては、こども家庭庁と厚生労

働省、また自治体との連携が求められます。 

  

７．会計年度任用職員の処遇改善と組織化 

社会福祉事務所、女性相談所、児童相談所における非常勤の各種相談員は会計年度

任用職員に移行しましたが、多くの自治体で勤務実態に合った人員配置や研修、賃金・

労働条件が改善されておらず、それらの処遇改善は長年の課題です。労働条件等を確

認・検証し、改善に取り組む必要があります。とくに会計年度任用職員の労働条件改
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善には組織化が重要です。組織拡大にむけ、本部総合組織局と連携し、さらに取り組

みを進めます。 

 

８．今後の取り組み 

自治労本部社会福祉評議会 児童相談養育部会としては、今後も本集会をはじめと

し、各地連や県本部等で行われる学習会、各単組から挙がる児童福祉現場での課題

や成果も含めた生の声を集約し、こども家庭庁虐待防止対策課等との意見交換で反

映させていきます。要請行動は直近で 2025 年 2 月 21 日に実施しており、この要請

行動を継続的に実施しながら職場環境の改善へ取り組んでいきます。そして本部会

の取り組み、全国の課題、国の動向等も今後は、年に数回の「こどもニュース」を

発行し各現場に部会の活動を 1人でも多くの仲間に広げていきます。 
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2025 年 2 月 21 日 

 

内閣府特命担当大臣 

三原 じゅん子 様 

全日本自治団体労働組合 

中央執行委員長 石上 千博 

 

児童虐待防止、児童相談養育施策に関する要請書 

 

 児童虐待防止対策、児童相談体制等の充実・強化における取組に心から敬意

を表します。 

 政府におかれましては「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン」を改

定し、児童虐待防止対策等の更なる強化をめざしています。 

2024 年４月から改正児童福祉法が施行されていますが、児童虐待相談件数の

増加に伴い、児童相談所、市区町村など現場の第一線で働く職員は疲弊してお

り、さらには虐待された経験や発達障害等を有する入所児童の増加により、社

会的養護施設等の職員も困難に直面しています。 

 さらに 2025 年６月より施行される、一時保護時における司法審査について

も児童相談所における業務増は容易に見込まれ、現場で働く職員の負担増や離

職等につながることが危惧されます。 

 自治労は、子どものいのちを守り、健やかに育つ環境づくりが重要であると

の認識に立ち、児童虐待防止対策、児童相談養育関係について以下の通り要請

します。 

 

記 

 
１．市町村の「子ども家庭センター」体制強化について 

（１）市区町村において設置が努力義務とされている「子ども家庭センター」

について、母子保健・児童福祉に伴う相談支援に加え、支援を要する子ど

も・妊産婦等へのサポートプランの作成や地域資源の開拓等、業務増に見

合った人員体制の構築に必要な財源支援を行うこと。 

また、サポートプラン策定状況の実態把握をし、子ども家庭センター設

置にともなう財政支援の経過措置については、市区町村の設置状況を勘案

した上で期限を検討すること。 

（２）子ども家庭センターの設置に加え、地域子育て相談機関の整備・運用、
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家庭支援事業の計画的整備と利用勧奨・利用措置の実施が求められること

から、さらなる財源を確保すること。 

 

２．児童相談所・一時保護所の体制強化について 

（１）過去最多となる児童虐待相談件数に加え、法改正による意見聴取の取組

み等新たな業務による負担増があることから、「新たな児童虐待防止対策

総合強化プラン」における人員増を着実に実現すること。 

  また、一時保護時の司法審査が導入される 2025 年度にむけた児童福祉

司のプランの見直しにおいては、その負担増を踏まえた大幅な増員となる

目標値を設定し、財源を確保すること。 

（２）職員配置等の環境改善に必要な経費について十分な財源を確保すること。

また一時保護施設の設備・運営基準の策定においては、各自治体における

一時保護所の実態に踏まえ、従うべき基準や参酌すべき基準の在り方等現

場の意見を広く取り入れ検討すること。 

 

３．児童相談所、市区町村、警察、民間機関の連携強化について 

（１）児童相談所と市区町村の役割分担・連携の推進にむけ、役割分担の枠組

み、共有すべき情報の範囲等、現状を踏まえた上で再構築し、明確化する

こと。 

（２）2022 年度における警察からの通報・通告による児童虐待相談件数は、

全体の５割を占め、前年比 9,207 件の増となっている。児童相談所の業務

を圧迫する一因となっている実態があることから、こども家庭庁と警察庁

との通告・通報に関する情報共有、共通認識・理解の場を設定し、増え続

ける児童虐待相談件数への対応・対策を検討すること。 

（３）児童相談所、市区町村の児童相談業務の補完・連携機関として、社会的

養護施設、児童家庭支援センター、里親支援センター等の高機能化・多機

能化をはかるため、引き続き、必要な財源確保をはかること。 

 

 

以  上 
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行政説明①
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行政説明②

本日お伝えしたいこと

１，国の目指す２つのビジョン

２，児童福祉法の改正を踏まえた支援体制の強化

３，子育て世帯への支援の拡充について

（家庭支援事業の必要性）

こども家庭庁 成育局成育環境課

市町村の体制強化について

自治労
「くらしとこどもの福祉を考える全国集会」

令和7年2月23日
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4

根拠：こども基本法（R5年4月施行）。今後５年程度のこども政策の基本的な方針・重要事項を定めるもので、既存の３大綱（※）を一元化。
※「少子化社会対策大綱」「子供・若者育成支援推進大綱」「子供の貧困対策に関する大綱」

目的：全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる「こどもまんなか社会」の実現
基本的な方針：こども基本法、こどもの権利条約等の理念を6つの柱に整理
①こども・若者は権利の主体、今とこれからの最善の利益を図る ②こども・若者、子育て当事者とともに進めていく
③ライフステージに応じて切れ目なく十分に支援 ④良好な成育環境を確保、貧困と格差の解消
⑤若い世代の生活の基盤の安定、若い世代の視点に立った結婚・子育ての希望の実現 ⑥施策の総合性の確保

重要事項：こども・若者のライフステージ別に記載、子育て当事者への支援についても記載
施策推進の必要事項：こども・若者の社会参画・意見反映、自治体こども計画の策定促進 等

R5年4月：こども政策推進会議（会長：総理、構成員：全閣僚）を開催。こども大綱案等の策定について総理からこども家庭審議会に諮問。
9月29日：こども家庭審議会「こども大綱案に向けた中間整理」。

→ こども・若者、子育て当事者をはじめとする幅広い方々から約4,000件の意見（対面・オンライン等）

12月1日：こども家庭審議会「答申」（こども政策担当大臣に手交） → 答申をもとに政府においてこども大綱案等を作成
12月22日：こども政策推進会議において、こども大綱案等を取りまとめ後、閣議決定

※こども大綱等の下で進める具体的な施策は、今後、毎年６月頃を目途に、「こどもまんなか実行計画」として、こども政策推進会議で策定。

根拠：こども政策の新たな推進体制に関する基本方針（R3年12月閣議決定）
・こどもの多様な居場所づくりについて、全ての関係者が
共有すべき理念を整理

・居場所づくり推進の4つの視点を整理
①「ふやす」～多様なこどもの居場所がつくられる
②「つなぐ」～こどもが居場所につながる
③「みがく」～こどもにとって、より良い居場所となる
④「ふりかえる」～こどもの居場所づくりを検証する

根拠：こども政策の新たな推進体制に関する基本方針（R3年12月閣議決定）
・こどもの誕生前から幼児期までの「はじめの100か月」の重要
事項を、全ての人が共有すべき理念として整理

・こども基本法等の理念に基づき5つの柱に整理
①こどもの権利と尊厳
②安心と挑戦の循環（愛着形成、豊かな遊びと体験の重要性）
③切れ目なく育ちを支える
④保護者・養育者の成長の支援・応援
⑤こどもの育ちを支える環境等の整備

こども大綱

幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン こどもの居場所づくりに関する指針

こども大綱等について

3
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こどもの居場所づくりに関する指針(答申素案)の概要①
こどもの居場所に関する背景と理念、考え方等について

背
景

居場所がないことは孤独・孤立の問題と深く関係しており、こどもが生きていく上で居場所があることは不可欠。
地域コミュニティの変化 複雑かつ複合化した喫緊の課題 価値観の多様化

理
念

こ
ど
も
の
居
場
所
と

こ
ど
も
の
居
場
所
づ
く
り

性
質

本
指
針
の

地域のつながりの希薄化、少子化の進展
により、地域の中でこどもが育つことが
困難になっている。

児童虐待の相談対応件数の増加や不登校、
自殺者数の増加など、こどもを取り巻く
環境の厳しさが増している。

価値観の多様化やそれを受け入れる文化
の広がりに伴い、居場所への多様なニー
ズが生まれている。

• こども・若者が過ごす場所・時間・人との関係性全てが、こども・若者にとっての居場所になりえる。物理的な「場」だけでなく、遊
びや体験活動、オンライン空間といった多様な形態をとりうるものである。

• その場や対象を居場所と感じるかどうかは、こども・若者本人が決めることであり、そこに行くかどうか、どう過ごすか、その場をど
のようにしていきたいかなど、こども・若者が自ら決め、行動する姿勢など、こども・若者の主体性を大切にすることが求められる。

• 居場所の特徴として、多くのこどもにとって、学校が居場所になっていること、個人的なもので変わりやすく、地域性や目的、人との
関係性などに影響を受けるものである。

• 居場所とは、こども・若者本人が決めるものである一方で、居場所づくりは第三者が中心となって行うものであるため、両者には隔たり
が生じうる。

• こうした隔たりを乗り越えるため、こども・若者の視点に立ち、こども・若者の声を聴きながら居場所づくりを進めることが必要である。
• 目的や対象者へのアプローチ方法などは多様であるが、重要なことは、さまざまなニーズや特性を持つこども・若者が、身近な地域にお
いて、各々のライフステージに応じた居場所を切れ目なく持つことができることである。

こどもの居場所となることを目的としてつくられた場や活動はもちろん、結果としてこども・若者の居場所になっているもの
（例：学校や塾、習い事など）も、内容が当てはまる部分について、本指針を十分に踏まえることが期待される。

対象となる居場所の範囲

こどもであっても若者であっても、居場所を必要とすることについては同様であるが、その必要性の強弱や提供される機能の違
いを踏まえ、本指針では心身の発達の過程にある「こども」を対象とする居場所づくりを中心とする。

対象となるこども・若者の年齢の範囲

こどもの居場所とは

こどもの居場所づくりとは

8

こうした背景によって、さまざまな地域で居場所づくりが実践されており、国としても考え方を示す必要がある。

全てのこどもが、安全で安心して過ごせる多くの居場所を持ちながら、様々な学びや、社会で生き抜く力を得るための糧と
なる多様な体験活動や外遊びの機会に接することができ、自己肯定感や自己有用感を高め、身体的・精神的・社会的に将来
にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で成長し、こどもが本来持っている主体性や創造力を十分に発揮して社会で活
躍していけるよう、「こどもまんなか」の居場所づくりを実現する。

８

7
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児童福祉法改正を踏まえた
支援体制の強化

こどもの居場所づくりに関する指針(答申素案)の概要②
こどもの居場所づくりを進めるに当たっての基本的な視点

～こどもにとって、よりよい居場所となる～

～こどもが居場所につながる～

～多様なこどもの居場所がつくられる～
こどもの居場所づくりにおける

４つの基本的な視点

これらの視点に順序や優先順位はなく、
相互に関連し、また循環的に作用する
ものである。

～こどもの居場所づくりを検証する～

① こどもの声を聴き、こどもの視点に立ち、こどもとともにつくる居場所
 ー こども・若者の声を聴き、「居たい」「行きたい」「やってみたい」というこども・若者の視点に立ち、こども・若者とともに居場所づくりを進めることが重要

② こどもの権利の擁護
 ー こども基本法等を踏まえ、こどもの権利について理解し守っていくとともに、こども自身がその権利について学ぶ機会を設けることも重要

③ 官民の連携・協働
 ー 居場所の性格や機能に応じて、官民が連携・協働して取り組むことが必要

各視点に共通する事項

・地域の既に居場所になっている資源やこども・若者が居場所を持てているか等実態を把握する。
・学校や児童館、公民館など既存の地域資源を柔軟に活用して居場所づくりを進める。
・新たに居場所づくりを始めたい人を、多面的にサポートする。
・持続可能な居場所づくりが進められるよう、ソフトとハードの両面で支える。
・災害においてこども・若者が居場所を持てるよう配慮する。

・居場所に関する情報をまとめ、可視化し、見つけ選びやすくなるようにする。
・こども・若者の興味に即した居場所づくりにするなど、こども・若者が利用しやすい工夫を施す。
・自分で居場所を見つけにくいこども・若者も、幅広い手段を講じ、居場所につながるようにする。

・こども・若者の心身の安全が確保され、安心して過ごせる居場所づくりを進める。
・こども・若者が居場所づくりに参画し、こども・若者とともに居場所づくりを進める。
・どのように過ごし、だれと過ごすかを意識した居場所づくりを進める。
・居場所同士や関係機関が対話し、連携・協働した地域全体の居場所づくりを進める。
・環境の変化によるこども・若者のニーズに対応した居場所づくりを進める。

・居場所づくりの検証の必要性は高いが、効果的な指標は定まっておらず、今後の重要な検討課題で
ある。こどもの居場所の多様性と創造性を担保しつつ、理念を踏まえた指標の検討が必要である。9

ふやす つなぐ

みがく
ふりか
える

ふやす

つなぐ

みがく

ふりかえる

９
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こども家庭センターの設置とサポートプランの作成
○ 令和４年改正児童福祉法により、市区町村において、子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）と子育て世代包括支援セ
ンター（母子保健）の設立の意義や機能は維持した上で組織を見直し、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的に
相談支援を行う機能を有する機関（こども家庭センター）の設置に努めることとした。

＜施行状況＞
〇 こども家庭センターのガイドラインについて、昨年12月に自治体に案をお示した上で、令和6年3月に確定版を発出。
〇 こども家庭センターの運営費等の経費については、地域子ども・子育て支援事業の利用者支援事業において「こども
家庭センター型」を創設して補助を実施。令和８年度中にこども家庭センターの全国展開が図られるよう、令和９年度
以降は、こども家庭センターの要件を満たしていない場合、旧子育て世代包括支援センターの運営費及び旧こども家庭
総合支援拠点の運営費については補助対象外とする予定。
※ 施行後のこども家庭センターの設置市区町村数は現在調査中（なお、令和５年度のアンケート調査（有効回答数1,180市区町村）では、既にこど
も家庭センター機能を有している自治体が12.2％、令和６年度からの設置に向けて準備している自治体が53.3％、令和７年度以降の設置を検討して
いる市区町村が22.5％となっている。（調査期間：令和5年10月12日～10月27日））

妊産婦 子育て世帯
（保護者） こども

こども家庭センター（市区町村）
「子ども家庭総合支援拠点」と「子育て世代包括支援センター」の見直し

子ども食堂 ショートステイ
＜レスパイト＞

保育所等
＜保育・一時預かり・病児保育＞

子育てひろば 等産前産後サポート
産後ケア

訪問家事支援

家や学校以外の
こどもの居場所

○ 児童及び妊産婦の福祉や母子保健の相談等
○ 把握・情報提供、必要な調査・指導等
○ 支援を要するこども・妊産婦等へのサポートプランの作成、連絡調整
○ 保健指導、健康診査等
○支援を要するこども・妊産婦等へのサポートプランの作成【一部、新】
○地域資源の開拓【新】

業
務

様々な資源による
支援メニューにつなぐ

児童相談所協働

※地域の実情に応じ、業務の一部を子育て世帯等の身近な相談機関等に委託可

放課後児童クラブ
児童館

民間資源・地域資源
と一体となった
支援体制の構築

妊産婦、子育て世帯、こどもが気軽に
相談できる子育て世帯の身近な相談機関

○保育所、認定こども園、幼稚園、地域子育て
支援拠点事業など子育て支援を行う施設・事
業を行う場を想定。

○市町村は区域ごとに体制整備に努める。

障害児支援医療機関

教育委員会・学校
＜不登校・いじめ相談＞
＜幼稚園の子育て支援等＞

密接な
連携

＜地域子育て相談機関＞

要保護児童対策
地域協議会

緊密な連携
※センターにおいて調整機関
を担うことが求められる

12

児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第6 6号）の概要
改正の趣旨

改正の概要

施行期日

児童虐待の相談対応件数の増加など、子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化してきている状況等を踏まえ、子育て世帯に対する包括的な支
援のための体制強化等を行う。

１．子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化及び事業の拡充【児童福祉法、母子保健法】
①市区町村は、全ての妊産婦・子育て世帯・子どもの包括的な相談支援等を行うこども家庭センター（※）の設置や、身近な子育て支援の場（保育所等）に
おける相談機関の整備に努める。こども家庭センターは、支援を要する子どもや妊産婦等への支援計画（サポートプラン）を作成する。

※子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センターを見直し。
②訪問による家事支援、児童の居場所づくりの支援、親子関係の形成の支援等を行う事業をそれぞれ新設する。これらを含む家庭支援の事業について市区町村
が必要に応じ利用勧奨・措置を実施する。

③児童発達支援センターが地域における障害児支援の中核的役割を担うことの明確化や、障害種別にかかわらず障害児を支援できるよう児童発達支援の類型
（福祉型、医療型）の一元化を行う。

２．一時保護所及び児童相談所による児童への処遇や支援、困難を抱える妊産婦等への支援の質の向上【児童福祉法】 
①一時保護所の設備・運営基準を策定して一時保護所の環境改善を図る。児童相談所による支援の強化として、民間との協働による親子再統合の事業の実施や、
里親支援センターの児童福祉施設としての位置づけ等を行う。

②困難を抱える妊産婦等に一時的な住居や食事提供、その後の養育等に係る情報提供等を行う事業を創設する。
３．社会的養育経験者・障害児入所施設の入所児童等に対する自立支援の強化【児童福祉法】
①児童自立生活援助の年齢による一律の利用制限を弾力化する。社会的養育経験者等を通所や訪問等により支援する拠点を設置する事業を創設する。
②障害児入所施設の入所児童等が地域生活等へ移行する際の調整の責任主体（都道府県・政令市）を明確化するとともに、22歳までの入所継続を可能とする。

４．児童の意見聴取等の仕組みの整備【児童福祉法】 
  児童相談所等は入所措置や一時保護等の際に児童の最善の利益を考慮しつつ、児童の意見・意向を勘案して措置を行うため、児童の意見聴取等の措置を講ずることと
する。都道府県は児童の意見・意向表明や権利擁護に向けた必要な環境整備を行う。

５．一時保護開始時の判断に関する司法審査の導入【児童福祉法】 
児童相談所が一時保護を開始する際に､ 親権者等が同意した場合等を除き､ 事前又は保護開始から７日以内に裁判官に一時保護状を請求する等の手続を設ける。

６．子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上【児童福祉法】 
 児童虐待を受けた児童の保護等の専門的な対応を要する事項について十分な知識・技術を有する者を新たに児童福祉司の任用要件に追加する。

７．児童をわいせつ行為から守る環境整備（性犯罪歴等の証明を求める仕組み（日本版DBS）の導入に先駆けた取組強化）等【児童福祉法】 
 児童にわいせつ行為を行った保育士の資格管理の厳格化を行うとともに、ベビーシッター等に対する事業停止命令等の情報の公表や共有を可能とするほか、

  児童福祉施設等の運営について、国が定める基準に従い、条例で基準を定めるべき事項に児童の安全の確保を加えるなど所要の改正を行う。

令和6年4月1日（ただし、5は令和７年６月１日、７の一部は令和４年９月15日又は令和５年４月１日）

※当該規定に基づいて、子ども家庭福祉の実務経験者向けの認定資格を導入する。
※認定資格の取得状況等を勘案するとともに、業務内容や必要な専門知識・技術、教育課程の明確化、養成体制や資格取得者の雇用機会の確保、といった環境を整備しつつ、
その能力を発揮して働くことができる組織及び資格の在り方について、国家資格を含め、施行後２年を目途として検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
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※令和６年10月時点

〇 実施要綱・ガイドラインの発出
 家庭支援事業全般
家庭支援事業の利用勧奨・措置の運
用について記載したこども家庭セン
ターのガイドライン案を令和５年12
月にお示しし、意見照会を行った上
で令和６年３月に確定版を発出

 子育て世帯訪問支援事業・児童育成支援
拠点事業
実施要綱及びガイドラインについて、
昨年12月に自治体に案をお示したう
えで、令和６年３月に確定版を発出

 親子関係形成支援事業・子育て短期支援事
業
実施要綱案を令和６年１月の自治体
説明会でお示ししたうえで、令和６
年３月に確定版を発出

 一時預かり事業・養育支援訪問事業
実施要綱の改正版を令和６年３月に
発出

〇 地域子ども・子育て支援事業への
位置づけ、計画的整備の推進
子ども・子育て支援法上の「地域
子ども・子育て支援事業」に位置
づけ、市町村における「地域子ど
も・子育て支援事業計画」におい
て必要な整備量の見込みやその確
保方策を設定することとし、その
算出の考え方を示す事務連絡を発
出、計画的整備を推進。

子育て短期支援事業
➢ 保護者の疾病や育児疲れ等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難と
なった児童について、児童養護施設等や里親等への委託により、レスパイトケア等、必要な支
援を行う事業。令和６年度より、新たに、保護者がこどもと共に入所・利用可能にすることや、
こども自らが入所・利用を希望した場合の入所・利用を可とする等の事業拡充を実施。

子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援）
➢ 家事・育児等に対して不安を抱えた子育て家庭等を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴
するとともに、家事・育児等の支援を行う事業

親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援）
➢ こどもとの関わり方に悩みや不安を抱える子育て家庭に対して、こどもとの関わり方を学ぶ
ためのペアレントトレーニング等を行う事業。

児童育成支援拠点事業（学校や家以外の子どもの居場所支援）
➢ 虐待や不登校などにより、養育環境に課題のある、家や学校に居場所のない学齢期以降のこ
どもに居場所の提供や相談等を行う事業

家庭支援事業の創設

新
設

既
存

〇令和４年改正児童福祉法により、令和６年度より以下６事業が「家庭支援事業」と整理され、市区町村は地域子ども・子育て支
援事業において計画的整備を行うとともに、特に支援が必要な者に対して利用勧奨・措置が可能となりました。

一時預かり事業
➢ 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間に、
認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり、
必要な保護を行う事業。令和６年度より、子育て負担を軽減する目的（レスパイト利用など）
での利用が可能である旨を明確化。

14

養育支援訪問事業
➢ 子育てに不安や孤立感等を抱える家庭や養育支援が必要となっている家庭に対して、保健師
等による具体的な養育に関する指導助言等を訪問により実施する事業。※令和６年度より、事
業内容のうち「育児・家事援助」の要素を子育て世帯訪問支援事業に移行。

家
庭
支
援
事
業

施 行 状 況

子育て世帯への支援の拡充について
（家庭支援事業の必要性）
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成育局 成育環境課親子関係形成支援事業

事業の目的
児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身
の発達の状況等に応じた情報の提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、
情報の交換ができる場を設ける等その他の必要な支援を行うことにより、親子間における適切な関係性の構築を図る。

事業の概要

実施主体等

【対 象 者】次のいずれかに該当する家庭
①保護者に監護させることが不適当であると認められる児童及びその保護者若しくはそれに該当するおそれのある児童及び保護者
②保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童及び保護者若しくはそれに該当するおそれのある児童及び保護者
③乳幼児健診や乳児家庭全戸訪問事業の実施、学校等関係機関からの情報提供、その他により市町村が当該支援を必要と認める
児童及びその保護者

【事業内容】
児童との関わり方や子育てに悩み・不安を抱えた保護者が、親子の関係性や発達に応じた児童との関わり方等の知識や方法を身につけるため、

当該保護者に対して、講義、グループワーク、個別のロールプレイ等を内容としたペアレント・トレーニング等を実施するとともに、同じ悩み
や不安を抱える保護者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設けることで、健全な親子関係の形成に向けた支援を
行う。

【実施主体】市町村（特別区を含む）
【補 助 率】 国1/３、都道府県1/３、市町村1/３
【補助基準額案】〇基本分（右表のとおり利用者負担軽減加算（１人当たり）あり）

１講座（４回分） 90,080円
講座内の実施回数が増える場合、22,520円ずつ加算（※）
※実施回数が10回を超える場合は、以降同額。        

〇親子関係形成支援プログラム資格習得支援
１市町村当たり 100,000円

利用者負担軽減加算 １回当たり

生活保護世帯 2,250 円

市町村民税非課税世帯 1,800 円

市町村民税所得割課税額
77,101円未満世帯 1,350 円

16

＜子ども・子育て支援交付金＞ 令和７年度当初予算案 2,138億円の内数（2,074億円の内数）※()内は前年度当初予算額

成育局 成育環境課子育て世帯訪問支援事業

事業の目的
訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱
える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然
に防ぐ。

事業の概要

【対 象 者】次のいずれかに該当する者
① 保護者に監護させることが不適当であると認められる児童の保護者及びそれに該当するおそれのある保護者
② 食事、生活環境等について不適切な養育状態にある家庭等、保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童のいる家庭及び
それに該当するおそれのある保護者

③ 若年妊婦等、出産後の養育について、出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦及びそれに該当するおそれのある妊婦
④ その他、事業の目的を鑑みて、市町村が本事業による支援が必要と認める者（支援を要するヤングケアラー等を含む）

【事業内容】
① 家事支援（食事準備、洗濯、掃除、買い物の代行やサポート、等）
② 育児・養育支援（育児のサポート、保育所等の送迎、宿題の見守り、外出時の補助、等）
③ 子育て等に関する不安や悩みの傾聴、相談・助言（※）
※保護者に寄り添い、エンパワメントするための助言等。なお、保健師等の専門職による対応が必要な専門的な内容は除く。

④ 地域の母子保健施策・子育て支援施策等に関する情報提供
⑤ 支援対象者やこどもの状況・養育環境の把握、市町村への報告

実施主体等

15

【実施主体】市町村（特別区を含む）  
【補 助 率】 国1/３、都道府県1/３、市町村1/３
【補助基準額案】〇基本分（右表のとおり利用者負担軽減加算あり）

１時間当たり 1,570円  
１件当たり  930円

〇事務費・管理費 １事業所当たり 564,000円
〇研修費 １市区町村当たり 360,000円

利用者負担軽減加算 １時間当たり １件当たり
①生活保護世帯

1,570 円 930 円②市町村民税非課税世帯
③市町村民税所得割課税額77,101円
未満世帯
※②については１世帯あたり96時間/年を超えた場合、１時間当たり1,260円、1件当たり740円
③については１世帯あたり48時間/年を超えた場合、１時間当たり   940円、1件当たり560円

＜子ども・子育て支援交付金＞ 令和７年度当初予算案 2,138億円の内数（2,074億円の内数）※()内は前年度当初予算額
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児童育成支援拠点事業

事業の目的
養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に
応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメントし、関係機関への
つなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供することにより、虐待を防止し、子どもの最善の利益の保障と健全な育成を図る。

事業の概要

実施主体等

18

【対 象 者】次のいずれかに該当する家庭
①食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある児童等、
養育環境に関して課題のある主に学齢期以降の児童及びその保護者  

②家庭のみならず、不登校の児童や学校生活になじめない児童等、
家庭以外にも居場所のない主に学齢期以降の児童及びその保護者

③その他、事業の目的に鑑みて、市町村が関係機関からの情報により
支援を行うことが適切であると判断した主に学齢期以降の児童及びその保護者

【事業内容】
① 安全・安心な居場所の提供
② 生活習慣の形成（片付けや手洗い、うがい等の健康管理の習慣づけ、等）
③ 学習の支援（宿題の見守り、学校の授業や進学のためのサポート、等）
④ 食事の提供
⑤ 課外活動の提供（調理実習、農業体験、年中行事の体験や学校訪問等）
⑥ 学校、医療機関、地域団体等の関係機関との連携及び関係構築
⑦ 保護者への情報提供、相談支援
⑧ 送迎支援（地域の実情に応じて実施）

市町村

児童育成支援
拠点事業所

相談 利用案内
・勧奨

支援の
提供

利用

関係機関

要対協
学校
医療機関 等

情報共有等
の連携

拠点事業所

事業
委託

【実施主体】市町村（特別区を含む）  【補 助 率】国1/３、都道府県1/３、市町村1/３

成育局 成育環境課

＜子ども・子育て支援交付金＞ 令和７年度予算案 2,138億円の内数（2,074億円の内数）※()内は前年度当初予算額

児童育成支援拠点事業

事業の目的
養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に
応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメントし、関係機関への
つなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供することにより、虐待を防止し、子どもの最善の利益の保障と健全な育成を図る。

事業の概要

実施主体等

17

【対 象 者】次のいずれかに該当する家庭
①食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある児童等、
養育環境に関して課題のある主に学齢期以降の児童及びその保護者  

②家庭のみならず、不登校の児童や学校生活になじめない児童等、
家庭以外にも居場所のない主に学齢期以降の児童及びその保護者

③その他、事業の目的に鑑みて、市町村が関係機関からの情報により
支援を行うことが適切であると判断した主に学齢期以降の児童及びその保護者

【事業内容】
① 安全・安心な居場所の提供
② 生活習慣の形成（片付けや手洗い、うがい等の健康管理の習慣づけ、等）
③ 学習の支援（宿題の見守り、学校の授業や進学のためのサポート、等）
④ 食事の提供 ⑤ 課外活動の提供（調理実習、農業体験、年中行事の体験や学校訪問等）
⑥ 学校、医療機関、地域団体等の関係機関との連携及び関係構築 ⑦ 保護者への情報提供、相談支援
⑧ 送迎支援（地域の実情に応じて実施）

市町村

児童育成支援
拠点事業所

相談 利用案内
・勧奨

支援の
提供

利用

関係機関

要対協
学校
医療機関 等

情報共有等
の連携

拠点事業所

事業
委託

【実施主体】市町村（特別区を含む）  【補 助 率】国1/３、都道府県1/３、市町村1/３
【補助基準額案】
〇基本分 １事業所当たり 16,368千円（※）
〇ソーシャルワーク専門職員配置加算 １事業所当たり   2,295千円
〇心理療法担当職員配置加算 １事業所当たり  2,295千円
〇送迎加算                                      １事業所当たり   1,451千円（※）

〇長時間開所加算
（１）平日分 年間平均時間数1時間当たり 1,001千円（※）
（２）長期休暇等分 年間平均時間数1時間当たり 238千円（※）

〇賃借料補助加算  １事業所当たり  3,000千円
〇開設準備経費加算   １事業所当たり  4,000千円

※ 週5日開所の場合。開所日数により異なる

成育局 成育環境課

＜子ども・子育て支援交付金＞ 令和７年度当初予算案 2,138億円の内数（2,074億円の内数）※()内は前年度当初予算額
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子育て短期支援事業の実績
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※ 実施か所の約５割が児童養護施設で実施

施設類型 箇所数
ショート トワイライト

児童養護施設 518 302
母子生活支援施設 107 57
乳児院 142 60
保育所 15 15
ファミリーホーム 85 36
その他 107 73
計 974 543

○子育て短期支援事業 実施場所別（令和４年度）

※【その他】の施設例
・こども家庭センター
・福祉センター
・助産院
・病院
・放課後等デイサービス事業所
・自立援助ホーム
・介護福祉サービス事業所（デイサービス等）
・NPO独自事業
・福祉型障がい児入所施設
・老人ホーム 等

355

797 862 882 942 918 974

107

398 439 475 486 494 543

0

200

400

600

800

1000

1200

H15 H29 H30 R1 R2 R3 R4

ショートステイ
トワイライトステイ

○子育て短期支援事業（実施か所数・各年度実績）

※ なお、上記以外に、里親等への委託も行われている。
令和４年度実績：ショートステイ…1,646 人、トワイライトステイ…588人

※ 令和4年度の取組自治体数：982市町村

　

（家庭支援係　独自調査）

（ う ち公営） う ち私営）

児童養護施設 518 610 7 603 84.9%
母子生活支援施設 107 204 18 186 52.5%
乳児院 142 144 5 139 98.6%
保育所 15 22524 6718 15806 0.1%
ファミリーホーム 85 446 ー ー 19.1%
その他 107 ー

合計 974

実施率

（参考）子育て短期支援施設数調査【令和４年度】
※ファミリーホームのみ総施設数は令和３年度参考

総施設数
取組施設数施設

＜子ども・子育て支援交付金＞ 令和７年度概算要求額 2,431億円の内数＋事項要求（2,074億円の内数）

成育局 成育環境課子育て短期支援事業

事業の目的
保護者の疾病その他の理由により家庭においてこどもを養育することが一時的に困難となった場合等に、児童養護施設等において一
定期間、養育・保護を行うことにより、これらのこども及びその家庭の福祉の向上を図る。

事業の概要

（１）短期入所生活援助（ショートステイ）事業
保護者の疾病や育児疲れ、仕事等の事由によりこどもの養育が一時的に困
難となった場合や保護者の育児不安や過干渉等により、児童自身が一時的
に保護者と離れることを希望する場合に、児童養護施設等で一定期間こど
も及び保護者を預かる事業。

【対象者】次の事由に該当する家庭のこども又は親子等
 こどもの保護者の疾病、育児疲れ等、身体上又は精神上の事由
 出産、看護、事故など家庭養育上の事由
 冠婚葬祭、出張や公的行事への参加など社会的な事由
 養育環境等に課題があり、児童自身が一時的に保護者と離れることを希
望する場合

 保護者が児童と一緒に レスパイト・ケアや、児童との関わり方、
養育方法等について、親子での利用が必要である場合

 経済的問題等により緊急一時的に親子の保護が必要な場合

実施主体等
【実施主体】市町村（特別区を含む）  【補助率】国1／3、都道府県1／3、市町村1／3
【補助単価】以下参照
※（ ）は令和６年度単価額。赤字の単価額は、直近の動向を踏まえ単価の見直しを行ったもの

※ その他、ひとり親家庭等の優先的な利用を進め、その利用料減免を実施する場合や、養育環境等に課題があり一時的に保護者と離れることを希望する児童の利用料を免除する場合に利用者負担軽減加算あり

拡充

（２）夜間養護等（トワイライトステイ）事業
保護者が仕事その他の理由により平日の夜間又は休日に不在となることで
家庭においてこどもを養育することが困難となった場合や保護者の育児不
安や過干渉等により、児童自身が一時的に保護者と離れることを希望する
場合、その他緊急の場合において、こども及び保護者を児童養護施設等に
おいて保護し、生活指導、食事の提供等を行う事業。

【対象者】
 保護者の仕事等の理由により、平日の夜間又は休日に不在となる家庭の
児童及び養育環境等に課題があり、一時的に保護者と離れることを希望
する児童

 保護者が児童と一緒に レスパイト・ケアや、児童との関わり方、
養育方法等について、親子での利用が必要である場合

１ 運営費 
（１）短期入所生活援助（ショートステイ）事業

 〇 ２歳未満児、慢性疾患児  年間延べ日数 × 9,210円（8,650円）
〇 ２歳以上児  年間延べ日数 × 5,200円（4,740円）

  〇 親子入所利用保護者及び緊急一時保護の親  年間延べ日数 × 1,340円（1,200円）
 〇 居宅から実施施設等の間や、通学時等の児童の付き添いの実施  実施日数×1,860円

（２）夜間養護等（トワイライトステイ）事業
  ア 夜間養護事業
  （ア）基本分 年間延べ日数 × 1,250円（ 900円）
（イ）宿泊分 年間延べ日数 × 1,250円（ 900円）  

  イ 休日預かり事業   年間延べ日数 × 2,310円（2,010円）
 ウ 居宅から実施施設等の間や、通学時等の児童の付き添いの実施 実施日数×1,860円

（３） 専従人員配置支援 1事業所当たり 6,497千円

２ 開設準備経費（改修費等） 4,000,000円

推進枠
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（出所）内閣府「令和元年版 少子化社会対策白書」、UFJ総合研究所「子育て支援策等に関する調査研究」（厚生労働省委託）（2003年）、三菱UFJリサーチ&コ
ンサルティング「子育て支援策等に関する調査2014」（2014年）を基に作成。
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なぜ、家庭支援事業の実施が必要なのか

 現在の供給量は、必要とされている水準と比べて整備が遅れている。

【一時預かり】
約521万人日
（令和元年度実績）

【ショートステイ】

約９万人日
（令和元年度実績）

【養育支援訪問】

約18万人
（令和元年度実績）

子ども子育て支援事業

【一時預かり】
約2.86日/年

【ショートステイ】

約0.05日/年
【養育支援訪問】

約0.1件/年

（出典）令和２年度子ども・子育て支援推進調査研究、厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課調べ

○ 支援の供給量としては、令和元年度実績を見ると、一時預かり事業については約521万人日、子育て短期支援事業のショー
トステイにあっては約9万人日、養育支援訪問事業は約18万件となっている。
→ 要支援児童・要保護児童１人当たりでは、ショートステイは約0.36日/年、養育支援訪問事業は約0.72件/年の利用にとど
まっている。
※ 未就園児（182万人）１人当たりでは、一時預かり事業は約2.86日/年、ショートステイは約0.05日/年、養育支援訪問は約0.1件/年

要支援児童、要保護児童１人当たりでは・・・

【ショートステイ】
約0.36日/年

【養育支援訪問】
約0.72件/年

未就園児１人当たりでは・・・

要保護児童（約17万人）
→保護（約５万人）
→入所措置（約１万人）

要支援児童（約８万人） 要対協リスト掲載
約25万人

全子育て世帯
約1,200万世帯
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子育て支援の供給量が足りない
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（図１）孤立した育児の実態

なぜ、家庭支援事業の実施が必要なのか

23

子育てを取り巻く環境について、核家族化・共働き世帯増加などの家族構成の変化、地域のつながり
の希薄化等により親族や友人からの支援を受けづらい環境に置かれており、孤立感や不安感を抱えなが
ら子育てを行っている現状があります（図１）。児童虐待の相談対応件数が増加傾向にある中（図２）、児
童虐待の防止等を図り、こどもの健全な育成を図るためには、養育環境が深刻な状況になる前に、こど
もが育つ家庭環境・養育環境に係る支援を提供することが求められます。

（図２）児童虐待相談対応件数の推移

（出典）ＮＰＯ法人子育てひろば全国連絡協議会「地域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究
事業報告書」（2017年）
（全国の地域子育て支援拠点事業を運営する団体（計240団体）の利用者について、各団体において
任意の開所曜日・時間に１拠点あたり10人程度に無作為配布するよう依頼し回答を得たもの

（有効回答数1136人））

（出典）厚生労働省「福祉行政報告例」
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家庭支援事業Webページについて

最新通知の掲載
実施要綱、関連事務連絡等の

最新通知をダウンロードいただけます

事業に取り組む・取り組もうとする自治体及び民間団体が最新情報を把握できるよう、関連情報を一元化いたしました。

事業説明

事業FAQの公開
これまで複数回にわたって公表していた
FAQを一元化するとともに、お問合せの

多い内容を新規追加しました。

取組見込状況調査の公表
令和６年４月～５月に行った市区町村取
組状況調査の結果を公表しております。

調査研究URLの掲載
令和３年以降に実施した調査研究報告書

のリンクを掲載しております。

and more…
好事例の周知や最新調査研究の報告等、
今後もアップデートしてまいります

こども家庭庁 家庭支援事業
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「会計年度任用職員福祉職における待遇改善と地位向上」について 

             ⻘森県職労 ⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員 森内 純⼦ 

   

 2024 年 6 月の改正(総行第 49 号別紙２)により、会計年度任用職員の公募に

よらない再度任用の見直しで、北海道他の⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員から「上限回数

撤廃された」との情報が耳に入りました。この改正をどんなに望んできたことで

しょうか。しかし私が所属する⾃治体は、⻘森県職労の交渉において検討の予定

なしとの回答でした。組合は 3 月交渉でも取り上げると話していますが、組合

交渉を後押しする情報やデータがあれば交渉の応援材料になるのでは思います。

なによりこの改正がウェーブを起こして全国⾃治体に波及することを願うばか

りです。 

ほんの一部の⾃治体が、会計年度任用職員の公募によらない再度任用の見直

しで、継続上限回数撤廃をしました。その前に、通勤手当、期末手当、勤勉手当

の待遇ができました。会計年度任用職員の身分で働くひとり親家庭はとても喜

びこどもの高等教育への道に希望を持ちました。一気に改善となりませんが、確

実に良い方向に向かっています。一方、何も改善しない⾃治体もまだまだありま

す。 

昨年のレポートでお伝えしたようにいまだボーナスが出たのに年収がほとんど
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変わらず等、格差社会の底辺の待遇で福祉現場を頑張る⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等

に、全国格差のない待遇と環境が与えられて生活が安定することに⽀援をお願

いします。直接交渉をする地域の単組が奮い⽴って⾃治体に交渉することで実

現をお願いします。 

地方⾃治体の品質にも格差があり、人権に対する意識や制度の理解度の低さ

に、交渉するのは難易度の高い作業と十分承知しています。そこを⾃治労の知恵

と知見のバックアップで、奮い⽴つ単組がもっと奮い⽴って、地方⾃治体と交渉

して勝ち取り、全国にいる⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等の身分、職、生活の安心・安

全の実現を重ねてお願いします。 

 最後に、 私共のように福祉職の専門性が高い職に対して、会計年度任用職員

のカテゴリーであっても特別職のような専門職の枠組みをつくることを希望し

ます。相談業務は知見が必要です。知見を貯めるには⾃己研鑽と経験が必要です

ので、事務補助の会計年度任用職員と性質が違います。希望する専門職の枠組は、

専門職の認識を高めて、待遇改善と地位向上になることへの期待を込めていま

す。 
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職場の状況について 
 

鳥取県中部総合事務所県民福祉局地域福祉課 
（鳥取県女性相談支援センター／DVセンター） 

 社会福祉主事 太田 裕美 
 

 鳥取県では、児童相談所、療育機関、児童自立支援施設、精神保健福祉センタ

ー等、各福祉職場があります。県では、そうした福祉職場に配置するために、社

会福祉士や精神保健福祉士、心理士、保育士等、毎年一定数の福祉職職員の採用

を行っています。 

 福祉職で採用された後は、３～５年の周期で様々な職場に異動があります。 

採用後は基本的には現場職、相談職等、さまざまな職場に異動があり、複数個

所経験を積むようになっています（その通りにはなっていませんが）。 

私は、県職員として採用後に、療育機関、児童相談所の一時保護課で児童指導

員、児童自立支援施設を経て、2019 年度から、女性相談支援センター、当時の

名称では婦人相談所（西部地区）勤務となりました。2019 年度～2023 年４月末

まで西部地区の女性相談支援センター、2023 年５月から現在は中部地区の女性

相談支援センターに勤務しています。 

私が現在勤務している、中部総合事務所県民福祉局地域福祉課（中部地区の女

性相談支援センター・DV センター）は、女性相談担当は（なぜか）ひきこもり

相談担当も兼務しており、課長補佐、当職（主事級）、会計年度任用職員（専門

職採用）の３人で回しています。同じ課に生活保護担当、ひとり親担当（いずれ

も行政職）もあります。児童相談所と同じで、女性相談業務も、２４時間 DV等

の通告や相談対応をしなければならず、公用携帯の所持や待機があります。女性

相談の公用携帯は同じ課の各担当の役職付き職員にも協力をえてローテーショ

ンを組んでいるところです。一応、組合協定で『組合員は』月７日以下の所持と

いう話にはなっています。 

鳥取県は人口最小県でありながら、県を３つの地域に区切って行政単位とし

ています。そのため、児童相談所、女性相談支援センターも県内３カ所にありま

す。児童相談所は県内各所に一時保護所があり、女性相談支援センターは、東部

地区に児童相談所と併設の女性の一時保護所があります。西部地区、中部地区に

おいて、女性相談支援センターは各総合事務所内に設置されていることから、女

性の一時保護は民間施設等に委託して行っています。 

ちなみに、人口は県庁所在地のある鳥取市（東部地区）、次いで米子市（西部

地区）が多く、地区で言うと、市町村数が多い西部地区が全体で見た人口が多い

構図となっています。 
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 福祉の職場に限らず、「中部地区は人口も市町村も少ないから配置人数も少な

くていいでしょ」とされがちで、必要最小人数の配置しかされせん。しかし、東

部地区や西部地区に劣らず、児相や女性相談支援センターは職員配置の割には

相談件数が多く（なんなら中部の当職が所属する女性相談支援センターの DV一

時保護件数が県内で一番多かったり‥）、勤務職員は疲弊しています。 

もともと東部地区では、児童相談所と女性相談支援センターはひとつの建物

に（２階には精神保健福祉センターがある）、『福祉相談センター』として設置さ

れていました。西部地区と中部地区は児童相談所と女性相談支援センターは

別々の建物にあり、別の組織として運営されてきました。しかし、児童虐待と（多

くは女性の）DV 被害とは、みなさまご存じのとおり、切っても切り離せない問

題です。東部地区の『福祉相談センター』では組織一体として取り組みをされて

いますし、西部地区、中部地区でも組織は異なれども協働しながら対応を行って

きました。 

2021 年度から、組織体系の見直しがなされ、西部地区、中部地区でも、建物

は異なれど、児童相談所と女性相談支援センターは総合事務所の同一組織とな

りました。同一組織となったこともあり、特に中部地区の児相では、一時保護所

の宿直ローテーションを総合事務所の福祉職も担っています（夜間は職員２人

で宿直体制組まないといけないことになりまして、当職も月１回当番がきます）。

私は児相勤務の経験があるため様子が分かっていますが、勤務経験のない職員

にとっては、自らの業務を回しながら宿直もこなさないとならず大変な想いを

しています。だからこそできる、児相との連携があるのも事実ですが。 

 私の所属する課は、前述したとおり、福祉職が（会計年度任用職員含め）３人

しかおらず、課長や統括補佐は行政職のため、福祉的観点や視点がなかなか伝わ

らず、何か協議する際に、まずは「福祉とは、福祉の視点とはかくいうもの‥」

「DV 被害者心理とはかくいうもので…」等とレクチャーを挟まないと視点が交

わらないことがあり苦慮しています。ただ、福祉世界に捕らわれず、様々な職場

の経験のある行政職の視点や知恵、人脈を活用することもでき、大変ですがメリ

ットもあり、大変勉強になる日々です。 

 中部地区は市町村や民間等の関係機関の距離が近く、顔の見える付き合いを

良くも悪くもしていかなければなりません。しかし、だからこそできる『協働』

があったり、密な相談者への関りができたりと、日々充実して働いています。 

 本集会で出会えるみなさまの職場や仕事の状況を聞き、自らの仕事を振り返

る機会となること、いただいた視点や知恵を今後の自身の働き方やキャリア形

成に役立てることを楽しみにしています。 
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職場での気になりについて 

 
鳥取県中部総合事務所県民福祉局倉吉児童相談所 

 保健師 湊 弓恵 

  

私は、職場において大きく分けて 2点の気になりがあります。 

 1 点目は、人材面・金銭面での他所属と比べた切迫感についてです。職場にお

いて人手はもちろん、特にお金のやりくり等で、他所属以上に切り詰めることが

求められているような不思議な感覚があり、気になっております。私の所属では

日常的にお金が無いことが度々話題にあがり、執務室の物品のほとんどが非常

に古く、他所属ではほとんど使われていないような痛み具合のイスや事務用品

が、丁寧になんとか使い続けられている現状があります。 

 なぜこのような他所属との差が生じているのでしょうか。私は児童相談所以

外での所属経験のある方とお話し、次のような事情によるのではないかと考え

ております。 

 児童相談所には、福祉司や心理司等、多くの専門職の方が在職しております。

私の所属する児童相談所も同じく多くの専門職の方がおられ、また人口規模に

比例した職員配置数等の都合から、内 1 人が正規の事務職として配置されてお

ります。事務職さんにおいては、所の予算のことから庶務に関わることまで、非

常に手広く煩雑な業務をいつも丁寧に行なってくださっております。しかし、そ

の反面、配置が少なくあまりに多忙で、他所属との差を生む一助となっているの

ではないかと感じております。これまでの自身の他所属での経験を振り返ると、

経験を積まれた事務職の方が予算や人手を確保する場面で、所属長等と協議の

上、大きく活躍する姿を見てきました。児童相談所は現場での職務が多く、どう

しても職場を整えるような動きは後手になりやすいと思われるため、事務職員

の配置数が少ないことでより切り詰めた現状でやらざるえない状況となってい

るのではないかと考えました。  

加えて、人材面おいても不足を感じております。私の所属する児童相談所は一

時保護所が併設されているのですが、前述のとおり職員規模が小さく、一時保護

の担当課以外の者も宿日直業務の当番に参入しております。この当番業務負担

の軽減化等を目的に、R5 年度に組織改変があり、圏域総合事務所の傘下に入る

ことで、宿直業務について週に１度、総合事務所から応援勤務をいただけるよう

になっております。 

 確かにありがたさを感じる反面、この応援体制は週に 1 度の固定的なもので

あり、流動的なものではないため、所属における職員の負担感は変わらず大きい
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ままであるように考えます。当所では今年度、夏や秋もさることながら、特に 12

月に上り調子で、多くの通告対応等があり、非常に業務過多な状況を迎えており

ました。12月の通告件数は 30件近く、職員は連日、私生活や睡眠時間を削って

何とか仕事をこなす現状があったように思います。子どもの福祉を守る仕事に

やりがいを感じる反面、緊急対応や日頃の残業等、あまりに私生活が疎かになる

と疲弊感がつのります。コロナ等の災害対応時は、仕方がないこととして流動的

な支援体制がつくられていたのに対し、児童相談所の運営においては、業務の性

質もあってか全くそういった体制が見えず、難しさを感じております。また、県

職員特有の課題ですが、私の所属では半数以上の職員が遠距離通勤をしており、

日々通勤に 2 時間以上を費やしています。激務時、配慮が得られやすいよう改

善に向かえばと願っております。 

 2 点目は、業務上の連携についてです。 

 鳥取県では各児童相談所へ保健師の配置（各 1人）が行われており、一時保護

児童や相談者等へ保健的支援等を行なっています。 

 公衆衛生学において、児童相談所は（予防的ポピュレーションアプローチより

も現場対応業務が多く、）どちらかと言えば川下側に位置すると考えられるかと

思います。しかし、1つの現場として仕事に携わる中で、圏域の様々な地域とし

ての特徴を掴める場所であるとも感じております。例えば、市町村ごとで過不足

していると思われるサービスや、職員の経験等の差、認識の食い違い、市町村や

地域で何となく存在する差のようなもの等、得られる気づきは様々だと思いま

す。確かに、児童相談所はそれらを解決に向けていく能力を有している一方で、

どうしても緊急対応等での対応が多く対応が困難である実情もあるのではない

かと思います。また、現場対応があまりに多く、公衆衛生学における上流へのア

プローチ等の考え方は文化としても基本的には薄いように感じております。公

衆衛生学的な動きをとれるもしくは、連携のための役割を担う職員配置や連携

がなければ、所属児相で踏ん張り、頑張り続けることを求められ続けるのではな

いかと考えます。例えば、我が県では保健所に配置されている母子保健担当の保

健師を児相配置に変更し、配置数を増やす等し、予防的な視点でも課題解決に向

かっていきやすい仕組みが作れたら良いのではないかと、一案として思います。

なれば、人員は 2人です。(現場での対応だけでない、)地域の課題を抽出し、虐

待に限らず一連の子育て支援の中で起こっていることとして、問題解決へのア

プローチを検討することができると思います。 

以上です。拙い意見ではありますが、より良い職場環境づくりの推進の一助と

なれば幸いです。 
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一時保護委託の登録制度の創設について

〇 児童相談所における一時保護施設については、令和４年の児童福祉法改正により、設備・運営基準が設け
られた。

〇 一方で、一時保護委託先については、特段の基準がなく、児童相談所長又は都道府県知事が「適当と認め
る者」への委託が可能となっており、その質の担保が課題となっている。

①制度の現状・背景

②改正内容（案）
〇 一時保護委託については、下記の者に対してのみ行うことができることとする。
①一時保護を適正に行うことができる者として都道府県知事の登録を受けた者（以下「登録一時保護委託
者」という。）

②法律の規定に基づき、児童の福祉に関する業務や事業を行い、若しくは施設を設置する者で一時保護を適
正に行うことができる者（児童養護施設や里親等）

〇 上記の都道府県知事の登録については、一時保護委託先の質を担保するため、都道府県知事が条例で定め
る基準に適合しているときに登録できるものとするとともに、欠格要件を設けることとする。併せて、登録
一時保護委託者に対する報告徴収や基準への適合命令、登録の取消し等の監督規定等を整備することとする。

〇 ただし、児童相談所長等が自ら一時保護を行うことができず、登録一時保護委託者等に一時保護委託をす
ることができない場合で、直ちに一時保護を行うことが必要なときは、２週間以内に限り、府令で定めると
ころにより、一時保護委託を行わせることができるものとし、併せて、これらの者に対して委託した児童の
保護について必要な指示や報告を求める監督規定を設けることとする。

※ 本登録制度の創設に伴い、こども性暴力防止法の学校設置者等への登録一時保護委託者の追加を行う。

施行日：公布から１年６月以内の政令で定める日
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一時保護中の児童の面会通信等制限

〇 児童虐待防止法第 条では、児童虐待を行った保護者についてのみ面会通信制限等ができるものとされて
おり、児童虐待が行われた疑いがある段階については、対象となっていない。

〇 こうした中、各児童相談所では、疑い段階の場合に、行政指導等として面会通信制限等が行われている
ケースがある。

〇 また、保護者と面会等ができなくなることは、対象となる児童への心理的影響が大きいことが想定される
ところ、面会等制限を行う場合等について、児童の意見を聴く仕組みを設ける必要がある。

①制度の現状・背景

②改正内容（案）

〇 児童虐待防止法第 条において、一時保護中の児童に対して児童虐待が行われた疑いがある場合につい
ては、児童相談所長が児童の心身に有害な影響を及ぼすおそれが大きいと認めるときに面会通信制限を行え
るものとすると規定すること等により、保護者の同意なく面会通信制限が行うことができる場合を明確にし、
適切な運用が図られるようにする。

〇 また、一時保護中の児童に対して児童虐待が行われた疑いがある場合について、当該児童の保護者に対し
児童の住所等を明らかにしたとすれば児童の保護に著しい支障をきたすと認めるときは、児童の住所等を明
らかにしないものとする。

〇 さらに、児童への意見聴取等措置の対象に、児童虐待防止法第 条に基づく面会等制限を行う場合や行
わないこととする場合を加えることとする。

施行日：公布から６月以内の政令で定める日
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保育所等における虐待対応の強化

〇 保育所等における虐待等の不適切事案が相次いだこと等を踏まえ、現在、児童養護施設等と同様に、保育
所等の職員による虐待に関する通報義務等を設けることが検討されている。

①制度の現状・背景

②改正内容（案）

〇 上記の通報義務等については、もっぱら保護者と離れた環境下において、児童に保育や居場所の提供等の
支援を行う施設・事業を対象とすることが検討されていることから、意見表明等支援事業についても、対象
とする。
※ この他、保育所、幼保連携型認定こども園、家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業、
事業所内保育事業、認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、乳児等通園支援事業、放課後児
童健全育成事業、子育て短期支援事業、児童育成支援拠点事業、児童館等を対象とすることが検討され
ている。

施行日：令和７年度中の施行【Ｐ】
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市町村の機能強化に向けた
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※内部説明用
※庁内説明用

2024/7/25市町村の機能強化に向けた施策の方向性について

1

• 市町村機能強化のための 都道府県の役割 に関するご意見
• 市町村機能強化のための 施策の方向性（案）に関するご意見
• こども家庭センター設置･機能強化促進事業 の効果的な実施のために必要な視点や留意点

審議いただきたいこと

説明の流れ

１．市町村の機能強化が求められる背景
早期からの包括的支援による虐待予防の必要性、

制度改正、市町村機能の特長

２．市町村機能の現状と課題
 組織体制、支援事業･地域資源、相談支援、多機関連携、
設置に向けた課題、都道府県や国から得たい支援等

３．都道府県による市町村支援の現状
都道府県の役割、市町村支援児童福祉司の業務、
機能強化のための調整･情報共有･研修･相談対応

４．国と研修センターによる市町村機能４．国と研修センターによる市町村機能
 

４．国と研修センターによる市町村機能４．国と研修センターによる市町村機能
強化に関する既存事業

 運営･研修の補助、研修の実施･支援、研修企画支援

５．施策の方向性（案）
① 支援体制の見える化 ② 市町村を支援する都道府県への伴走支援

③ 業務や事業の構築に役立つ情報発信 ④ 取組事例の集約･提供 ⑤ 人材育成の強化

資料３

－
1
7
1
－



※内部説明用
※庁内説明用

2024/7/25

2

１．市町村の機能強化が求められる背景
（1）早期からの包括的支援による虐待予防の必要性
○ 児童相談所と同様、市町村への虐待相談件数も増加（平成25年度79,186件 → 令和4年度162,605件）
○ 虐待発生時の対応や支援だけでなく、早期から切れ目のない継続的支援による虐待の発生予防が必要
○ 虐待の背景には、予期しない妊娠、親の被虐待経験、貧困、疾病･障害、孤立など様々な状況があり、

 各分野の支援事業や制度の活用、関係機関･地域資源との協働などニーズに応じた包括的支援が必要

 （2）制度改正（児童福祉法・児童虐待防止法・母子保健法）

 （3）市町村機能の特長
① 児童相談所に比べると住民に身近な存在であり、妊娠届出や各種健診など全件把握の機会がある
② 様々な子育て支援事業(家庭支援事業等のサービス)や保健･福祉等の各種制度を所管している
③ 様々な関係機関(医療機関･保育所･学校等)と業務的なつながりがあり、連携の仕組み(要対協)もある
④ 上記①～③を活かすことにより切れ目のない継続的・包括的な支援が可能である

市町村の機能強化に向けた施策の方向性について

平成16年 市町村業務(実情把握･情報提供･相談対応･調査指導)の明確化、虐待通告先への市町村追加、
要保護児童対策地域協議会（以下、要対協）の法定化

平成20年 養育支援訪問事業等の子育て支援事業の法定化・努力義務化、要対協設置の努力義務化
平成28年 児童が家庭で健やかに養育されるよう保護者を支援する国及び地方公共団体の責務の明確化、

子育て世代包括支援センター設置・支援拠点整備の努力義務化、母子保健法への虐待予防明記
要対協への専門職配置・研修の義務化、児童相談所から市町村への指導委託及び送致の導入

令和４年 サポートプラン作成の義務化、こども家庭センター設置の努力義務化、
家庭支援事業の提供が必要な者への利用勧奨・措置（提供）の創設

－
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※内部説明用
※庁内説明用

2024/7/25

3

２．市町村２．市町村機能機能の現状と課題

組織体制 支援事業・地域資源

相談支援 多機関連携(要対協)

3

① こども家庭センターの設置など全ての市町村で必要な組織体制を整備する必要がある
② 家庭支援事業や地域資源など支援に資するサービス･資源の構築･開拓状況の市町村格差を埋める必要がある
③ 家庭のニーズに応じた支援の計画･実施、多機関協働での計画的支援など相談支援機能を高める必要がある

市町村の機能強化に向けた施策の方向性について
令和６年度市区町村(こども家庭センター等)状況調査（暫定値）

●● サポートプラン新規作成件数
 ・特定妊婦 761件 ※R6.4.1登録数に対する割合 10.4％
・要支援･要保護児童 8,026件 ※R6.4.1登録数に対する割合 3.4％
●● 家庭支援事業の利用勧奨通知  204件／25自治体
●●● 家庭支援事業の提供(措置通知) 161件／28自治体
●●● 児童相談所からの市町村指導委託 3,320件／218自治体

●● 登録数(R6.4.1)  特定妊婦 7,300人 要支援･要保護児童 238,927人
●●● 実務者会議(市町村･指定都市行政区ごとの開催回数)  平均7.2 回／年

 ※令和5年度 ※開催回数が0件の市町村を除く

●● 行政内部又は関係機関での支援計画の作成割合
  ・要保護児童   ：全件で作成 26.5％ 全件で未作成 46.5％
  ・特定妊婦   ：全件で作成 41.6％ 全件で未作成 39.9％
●● 最も多い進行管理の頻度「3か月以内に1回」 55.2％

※令和６年度上半期
（R6.4.1～R6.9.30）

【課題】

●● こども家庭センターの設置率 1,741市町村の 52.7％    
(令和８年度までの設置予定を含む見込設置率 85.0％)

●● 児童福祉担当職員１人あたりの特定妊婦及び要支援･
 要保護児童の数 平均20.0人 ※特定妊婦数･児童数はR6.4.1時点

●● 児童福祉業務経験年数 3年未満 56.0％ 5年以上 27.0％

●●● 児童福祉担当職員のうち児童相談所業務経験者
 全体平均8.8％（児童相談所設置市区17.8％、それ以外7.1％）

●● 家庭支援事業の実施率（1,741市町村のうちの割合）
  ・６事業のうち４事業以上実施している自治体は 35.2％

  一時預かり事業 79.7％ 養育支援訪問事業 75.0％
子育て短期支援事業 65.8％ 子育て世帯訪問支援事業 43.0％
親子関係形成支援事業 15.5％ 児童育成支援拠点事業   7.1％

●● こども家庭センターでの地域資源関連業務の実施率
・最も高い業務：地域資源の調査･把握 58.0％
・最も低い業務：民間団体同士が情報交換等を行う会議又は研修の開催

 6.6％

基準日：R6.10.1

－
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－



都道府県や国から得たい情報や支援等（全市町村）

設置に向けた課題（こども家庭センター未設置市町村）

※内部説明用
※庁内説明用

2024/7/25

２２．市町村機能の現状と課題

④ 統括支援員や計画的支援に関する研修の充実が必要  ⑤ 組織･業務･事業の構築に役立つ相談対応や取組事例が必要

市町村の機能強化に向けた施策の方向性について

【課題】

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

センター長を担う人材の確保
統括支援員を担う人材の確保・育成

母子保健機能を担う職員の人材の確保・育成
児童福祉機能を担う職員の人材の確保・育成

事務的な業務を担う職員の確保
センター設置（一体的支援強化等）の必要性など設置目的の理解・整理

センターの役割を果たすための既存組織や指揮命令系統の再編
合同ケース会議の方法など一体的支援を行う流れの理解・整理

サポートプラン作成・手交の方法など計画的支援を行う流れの理解・整理
地域資源開拓に関する業務の実施又は充実

相談室や事務室などに必要なスペース又は設備の確保
センター内の情報共有のためのシステム整備

施設の改築・新築
その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

こども家庭センターに求められる役割や業務に関する説明
人員配置や組織運営に関する相談対応や助言

業務の課題整理や充実に向けた相談対応や助言
家庭支援事業等の構築に活用できる国の補助事業等の解説

家庭支援事業等の構築に向けた助言や他市区町村・社会資源(担い手)との調整
組織運営・業務・家庭支援事業等に関する他自治体の取組事例の情報

人口規模が近い他の市区町村との情報交換の場
統括支援員向けの研修の充実

母子保健機能を担う職員向けの研修の充実
児童福祉機能を担う職員向けの研修の充実

その他

※複数回答（N=824）

64.1％
60.2％

75.0％

※複数回答（N=1,741）

59.3％

57.3％

56.1％

令和６年度市区町村(こども家庭センター等)状況調査（暫定値）
基準日：R6.10.1

4
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（1）都道府県の役割（制度的位置づけ）
 市町村の業務の実施に関し、市町村相互間の連絡調整、市町村に対する情報の提供、市町村職員の研修
 その他必要な援助を行うこと及びこれらに付随する業務を行うこと（児童福祉法第11条第1項第1号）

 （2）市町村支援児童福祉司の業務
 54自治体／79自治体(都道府県･政令市･児相設置市区)に100人が配置され、個別事例の助言や連絡調整を中心に実施
  未配置9都府県･5政令市への配置や本庁部局と連携した市町村研修の企画・機能強化の相談対応の充実が課題

※内部説明用
※庁内説明用

2024/7/25

5

３
）都道府県の役割（制度的位置づけ）（ ）都道府県の役割

３．都道府県による市町村支援の現状

市町村の機能強化に向けた施策の方向性について

※複数回答（N=86）

82.6％
77.9％

－
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（3）市町村機能強化のための情報提供･研修･相談対応･調整等の状況 ※都道府県向け簡易アンケート(回収率72.3%)

【研修】① 児童福祉･虐待防止関連 平均5.6回 (中央値3回) ② 統括支援員･こども家庭センター設置関連 平均2.1回 (中央値1回)

上記研修(①＋②)の企画者： 本庁部門が企画 44.3％  児童相談所が企画 47.8％  両者が協働で企画 6.7％

【情報提供･相談対応等の実施状況】
○ 相談支援の流れや多機関連携などに関する相談対応は本庁担当者よりも市町村支援児童福祉司が行っている
○ 市町村から相談があった場合の対応は行っているが積極的な情報提供や調整までは行えていない場合がある
○ 組織運営や家庭支援事業について、市町村支援児童福祉司が情報提供や相談対応を行っている都道府県もある

※内部説明用
※庁内説明用

2024/7/25

6

（3）市町村機能強化のための情報提供･研修･相談対応･調整等の状況
３．都道府県による市町村支援の現状

市町村の機能強化に向けた施策の方向性について

(N=33) (N=28)

(N=34)

－
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※内部説明用
※庁内説明用

2024/7/25

7

４４．国．国ととと研修センターによる市町村機能強化に関する既存事業
（1）運営及び研修の財政支援

 ○ 利用者支援事業（こども家庭センター型）
統括支援員･両機能職員･地域資源コーディネーターの人件費等の運営経費、開設準備経費を補助

 ○ こどもSOS等相談支援体制整備事業
こども自身や保育所･学校等からの相談対応を行う職員や公認心理師等を追加配置する経費を補助

 ○ 市町村相談体制整備事業
スーパーバイズを行う職員、関係機関への助言等を行う虐待対応強化支援員や心理職の配置を補助

 ○ 児童虐待防止対策研修事業
要対協調整担当者研修、児童虐待に関する専門性を強化する市町村職員向け研修の実施経費を補助

 ○ 子どもを守る地域ネットワーク支援事業
要対協の調整機関や関係機関の専門性強化や連携強化の実施に必要な経費を補助

 （2）研修の実施・支援
 ○ 統括支援員基礎研修（子どもの虹情報研修センター・西日本こども研修センターあかし）
  統括支援員の任用要件である基礎研修(オンライン動画)を運営（こども家庭センター職員にも公開）
 ○ 設置運営に向けて助言を行うアドバイザーの自治体派遣（あかし｢こども家庭センター支援事業｣）
 ○ 市町村職員向け研修等に関する専門相談･助言（子どもの虹・あかし）

 （3）都道府県による市町村向け研修企画の支援
 ○ 統括支援員の育成(実務研修)を担う都道府県等の研修担当者などが研修企画に必要な内容や視点等を

  学ぶ｢統括支援員指導者･研修企画者養成研修｣を実施（子どもの虹はオンライン、あかしはアウトリーチ型）

市町村の機能強化に向けた施策の方向性について

－
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※内部説明用
※庁内説明用

2024/7/25

５５．施策の方向性（案）
方向性 目的 考えられる取組

自治体自身が状況
や位置づけを認識
し、施策の検討・
説明・構築に活用

・市町村の組織体制や業務実績の自治体別の状況等を公表
・都道府県が管内市町村の体制･業務･資源の充実度を把握する
アセスメント指標を例示し、機能強化ポイントの検討に活用
→視覚化に取り組む都道府県と協働で市町村機能強化を促進

市町村の機能強化
を持続的に進める
都道府県の支援力
を構築

令和６年度補正「こども家庭センター設置･機能強化促進事業」
・取組が進んでいる自治体職員等のアドバイザーを確保
・都道府県による市町村の状況把握･分析、助言や研修を担える
都道府県域での人材確保、情報交換会･研修の実施などを支援

現場実践者・支援
事業担当者・都道
府県研修企画者に
役立つ情報を提供

こども家庭庁HP(こども家庭センター向けページ)に以下を掲載
・センターガイドラインや要対協設置･運営指針のポイント解説
・支援事業や体制の構築に役立つ補助金の関係性や要点の解説
・ガイドライン･指針･要綱等のＦＡＱ ・説明会や動画の配信

同上
・業務ごとの取組事例を集めた実践ポイント集（調査研究補助
事業で検討中）を提供し、業務改善や研修等への活用を推進

・ポイント集を更新し、都道府県による市町村支援等にも活用
・サポートプラン等を活用した相談支援の流れ･実践方法も調査

市町村職員による
包括的・継続的な
相談支援等の機能
を向上

・市町村職員向け研修の実施に要する経費に対する補助の拡充
（令和７年度概算要求「こども家庭センター専門性強化事業」）

・統括支援員基礎研修の内容充実 ・都道府県役割の周知･通知
・市町村職員向け研修(統括支援員実務研修等)の企画者養成の充実

支援体制の
見える化

市町村を支援
する都道府県
への伴走支援

業務や事業の
構築に役立つ
情報発信

取組事例の
集約･提供

人材育成
の強化

市町村の機能強化に向けた施策の方向性について

の充実
8
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児童相談所におけるAIの利活用について
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児童相談所における の利活用について

【検証結果】約６割のケースでスコアに疑義が生じた。
が算出した一時保護スコアに対して、日常的に一時保護判断を行っている各児相の幹部クラスの所感として、 件中、 件で

「高い」、 件で「低い」、 件で「スコアの幅が広くて判断に活用できない」という評価）。

これまでの経緯
⃝「一時保護の判断に資する ツール」として、令和４年度より設計開発をスタートさせ、令和５年度末にプロトタイプがほぼ完成。

入力項目の多さやＡＩが算出するスコアに疑義が生じる等があるとの懸念。こども家庭庁内でも検証を実施し、同様の意見を確認。

併行して、児童相談所におけるＡＩ活用の長期的な将来像も検討。

効果検証の概要

【ツール概要】所定のアセスメント項目に対する該当有無の情報をインプットし、「一時保護スコア」「再発スコア」等をアウトプットする ツール。

⃝試行実施自治体より、現場での活用が難しいのではないかという意見が寄せられた。

⃝外部有識者を交えた検討会を立ち上げ、調査研究事業により当該ツールの効果検証を実施。

⃝計 自治体※の児童相談所にご協力いただき、過去の実事例： ケースで試行検証を実施。（※都道府県、政令市、中核市、特別区）

【結果分析】保護判断に影響する情報を正しくインプットすることが難しいケースのスコアに疑義。（参考資料②）
✓ アセスメント項目に発生事象や環境に該当する項目がない。
✓ 該当項目は存在するが、有無のみを記入するため程度や範囲が反映できていない。

【具体事例】ベテラン児福司が「ただちに一時保護すべき」と判断する事例に対して重大な見落としも発生。
当該ケースでは「母に半殺し以上のことをされた」等という児の訴えや、服をつかまれ床に頭部を叩きつけられたり殴る蹴るがあったが、
痣として残らなかった等により勘案されず、一時保護判断時点で得ていたケース情報（定性情報）を項目該当チェックに落とし込めなかっ
た。（著しく低い一時保護スコア（ ～３／ ）を判定）

（参考資料①）

資料５
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児童相談所における の利活用について ２

外部有識者を交えた検討会の考察
⃝ 事前に定められた一定の項目の該当有無だけでは、リスクスコアを算出する情報として十分ではないが、これ以上

の項目追加は入力負荷の観点から現実的ではない。
✓ 所定の項目の入力（及び入力内容の妥当性判断）に、一定程度の時間を要するうえに、所定の項目以外にも一時保護判断に影響する情報は

非常に多岐にわたって存在し、それらを全て項目化することは非現実的である。
✓ また、項目それぞれに対して「程度」が存在しており、各項目の該当可否だけでは、虐待リスクを算出する情報として不足している。
✓ ツールが算出するスコアは、一時保護判断における一つの材料であり、最終的な判断は「人（児童相談所職員）」が行う前提であるが、

国が全国に画一的に提供するツールであることを鑑みると、ツール単独でのスコア判定精度がより重要だと考えられることから、今回国が
開発した ツールのリリースは時期尚早だといえる。

今後の方針
⃝ 開発した ツールは、 技術の更なる進歩を踏まえた性能改良が必要であるため、現状でのリリースを延期する。

✓ 効果検証結果及び有識者からの見解を踏まえ、現段階で本ツールを全国にリリースしても活用される可能性は低く、 ツール単独での判定精
度が十分とはいえないため、かえって誤った判断を招くリスクも抱えている。

✓ 一時保護判断という、こどもの生命を左右する場面で活用されるツールであり、こどもに不利益が生じるリスクがあってはならないため、リ
リースを延期する。

⃝ ６補正予算案にて「面談音声マイニング及び 要約ツールの開発」を行うための予算を要求。
✓ このＡＩ要約ツールが現場で活用されれば、記録負担の６～７割程度の軽減が見込め、さらに、経過記録等の標準化された文章データを収集

することも実現できる。

✓ 今回の調査研究においては、効果検証と並行して、「児相における 活用のあり方」についても、有識者と議論を行っているところ。
✓ 長期的なＡＩ活用ビジョンとしては、定型項目（例：あざの有無等）の該当有無に加え、非定型の情報（例：児童記録票や経過記録の文字

情報等）を学習できる 技術が確立されれば、 が児童福祉司の複雑なケースワークを多面的にサポート（アラートや提案を行う等）でき
る可能性もあり、それらを踏まえ、児童相談所におけるＡＩの活用について整理していく必要がある。

⃝ 定性情報（自然文）を学習データとする に進化させ、ケースワークの多面的なサポートを目指す。

－
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参考資料①：一時保護 ツールの概要（システム構成）

一時保護 ツールは、入手したケース情報を基にリスクアセスメント項目に入力を行うことで、リスクスコ
ア等を提示するシステムである。

4
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①発生事象や環境に該当する項目がない ②該当項目はあるが、
程度・範囲が適切に反映できていない

ケースにおける重要な事象や対応方針（一時保護判断）を決定
するにあたって重視した児童・養育者・支援者等の情報として
該当するアセスメント項目がなく、ツールに情報を与えられて
いない場合

ケースにおける重要な事象や対応方針を決定するにあたって重
視した情報に該当するアセスメント項目自体は存在するものの、
アセスメント項目に該当する場合が広範で、程度や範囲が適切
に反映されていない場合

検証ケースにおいて生じた例 検証ケースにおいて生じた例

体重減少
重篤なネグレクトで体重減少が
みられるが には該当しない

墜落分娩
出産まで妊娠に気がつかず、
自宅のトイレで出産したが児童

の健康状態に問題はない

親の過干渉
こどもの年齢に不釣り合いな干

渉や支配性がある

養育者に対する怯え
（保護を求めていなくとも）

こどもが
養育者に対しておびえている

こどもの発達年齢
発達・情緒に問題を抱える場合
など実年齢と比較して意見表明
が難しい 発言が不明瞭である

支援者の状況・分離
家庭内に支援者がいる、家庭以
外（祖父母宅等）で分離ができ

る

受傷の程度
傷あざややけどの範囲や深度が

深い 浅い

受傷の部位
頭部・顔面の中でも特に危険な

部位への傷がある

帰宅拒否の程度
養育者との接触を拒絶する帰宅
拒否 深刻度の低い帰宅拒否

被虐歴・通告歴
過去の複数の通告歴よりも重篤
な通告内容であることから、
よりリスクが高まるケース

養育者の態度
過去の経過・関係機関からの情
報により介入への拒否感が特に

強い

参考資料②： ツールへ正しく情報を入力できなかったケース具体例

正しく入力できなかった状況として、①発生事象や環境に該当する項目がないケース、②該当項目はあるが
程度・範囲が反映できていないケースの パターンが存在する。
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こども虐待による死亡事例等の

検証結果等について（第20次報告）

4
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（１）死亡事例
こども家庭庁が、都道府県、指定都市及び児童相談所設置市（以下「都道府県等」という。）に対する調査により把握した、
令和４年４月１日から令和５年３月31日までの間に発生、又は表面化した児童虐待による死亡事例65例（72人）を対象とした。

※１（ ）内は、都道府県等が虐待による死亡と断定できないと報告のあった事例について、本委員会にて検証を行い、虐待死として検証
 すべきと判断された事例数を内数として記載。

 ※２ 未遂とは、親は生存したがこどもは死亡した事例をいう。

（２）重症事例（死亡に至らなかった事例）
こども家庭庁が、児童相談所や市区町村の虐待対応担当部署が児童虐待相談として受理した事例のうち、「身体的虐待」等による

生命の危険にかかわる受傷、「養育の放棄・怠慢」のために衰弱死の危険性があり、令和５年10月１日時点で関わりが継続している
事例（心中未遂を除く）について、都道府県等毎に原則１事例の報告を求め、回答があった43例（43人）を対象とした。

【参考】死亡事例数及び人数（第１次報告から第１９次報告）

1

区分

第２０次報告 （参考）第１９次報告

心中以外の
虐待死

心中による
虐待死

（未遂を含む）
計 心中以外の

虐待死
心中による

虐待死
（未遂を含む）

計

例数 ５４（２６） １１（０） ６５（２６） ５０（２１） １８（０） ６８（２１）
人数 ５６（２７） １６（０） ７２（２７） ５０（２１） ２４（０） ７４（２１）

こども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第20次報告）の概要
こども家庭審議会児童虐待防止対策部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会【令和６年９月】

１．検証対象

心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計

例数 24 － 24 48 5 53 51 19 70 52 48 100 73 42 115 64 43 107 47 30 77 45 37 82 56 29 85 49 29 78
人数 25 － 25 50 8 58 56 30 86 61 65 126 78 64 142 67 61 128 49 39 88 51 47 98 58 41 99 51 39 90

心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計

例数 36 27 63 43 21 64 48 24 72 49 18 67 50 8 58 51 13 64 56 16 72 47 19 66 50 18 68
人数 36 33 69 44 27 71 52 32 84 49 28 77 52 13 65 54 19 73 57 21 78 49 28 77 50 24 74

第10次報告
(平成26年9月)

H24.4.1～H25.3.31
（1年間）

第19次報告
(令和5年9月)

H25.4.1～H26.3.31
（1年間）

H26.4.1～H27.3.31
（1年間）

H27.4.1～H28.3.31
（1年間）

H28.4.1～H29.3.31
（1年間）

H29.4.1～H30.3.31
（1年間）

H30.4.1～H31.3.31
（1年間）

H31.4.1～R2.3.31
（1年間）

R2.4.1～R3.3.31
（1年間）

R3.4.1～R4.3.31
（1年間）

H22.4.1～H23.3.31
（1年間）

H23.4.1～H24.3.31
（1年間）

第11次報告
(平成27年10月)

第12次報告
(平成28年9月)

第13次報告
(平成29年8月)

第14次報告
(平成30年8月)

第15次報告
(令和元年8月)

第16次報告
(令和2年9月)

第17次報告
(令和3年8月)

第18次報告
(令和4年9月)

第７次報告
(平成23年7月)

第８次報告
(平成24年7月)

第９次報告
(平成25年7月)

H15.7.1～H15.12.31
（6か月間）

H16.1.1～H16.12.31
（1年間）

H17.1.1～H17.12.31
（1年間）

H18.1.1～H18.12.31
（1年間）

H19.1.1～H20.3.31
（1年3か月間）

H20.4.1～H21.3.31
（1年間）

H21.4.1～H22.3.31
（1年間）

第１次報告
(平成17年4月)

第２次報告
(平成18年3月)

第３次報告
(平成19年6月)

第４次報告
(平成20年3月)

第５次報告
(平成21年7月)

第６次報告
(平成22年7月)
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※１ 有効割合とは、「不明」「未記入」とした回答を除いた数を合計数として算出した割合
※２「養育能力の低さ」とは、こどもの成長発達を促すために必要な関わり(授乳や食事、保清、情緒的な要求への応答、こどもの体調変化の把握、安全面への配慮等）が適切にできない場合としている。 2

（１）心中以外の虐待死（54例56人）各項目において人数割合が多かったものを主に掲載

〇死亡したこどもの年齢 ０歳 25人（44.6％）
  ０歳のうち 月齢０か月 15人（60.0％）,  ３歳未満 39人（69.6％）

〇死因となった虐待の類型 ネグレクト 24人（42.9％)

身体的虐待 17人(30.4％)

〇直接の死因 頭部外傷 7人（有効割合 21.2％) ※１

溺水 4人（有効割合 12.1％）

車中放置による熱中症・脱水 4人（有効割合 12.1％）

頚部絞扼以外による窒息 3人（有効割合 9.1％)

〇主たる加害者 実母 23人（41.1％)

実父 6人（10.7％）、実母と実父 7人（12.5％）

〇加害の動機 こどもの世話・養育方法がわからない 3人（5.4％）

こどもの世話・養育をする余裕がない 3人（5.4％）

こどもの存在の拒否・否定 3人（5.4％）
しつけのつもり 2人（3.6％）

〇妊娠期・周産期の問題
（複数回答）

医療機関から連絡 20人（35.7％）

妊婦健康診査未受診 16人（28.6％）

予期しない妊娠/計画していない妊娠 14人（25.0％）

遺棄 13人（23.2％）

〇乳幼児健康診査の受診状況
（未受診）

３～４か月児健康診査 7人（有効割合 18.9％)

１歳６か月児健康診査 4人（有効割合 16.7％） 

３歳児健康診査 5人（有効割合 31.3％） 

〇養育者（実母）の心理的・
精神的問題等（複数回答）

養育能力の低さ※２ 15人（27.3％）

育児不安 11人（20.0％）

精神障害（医師の診断によるもの） 10人（18.2％）

うつ状態 8人（14.5％）

〇関係機関の関与状況 児童相談所と市区町村（虐待対応担当部署）の
両方関与あり

12人(21.4％)

その他の関係機関（保健センター等）を含めた
関与あり

41人（73.2％）

児童相談所のみの関与あり 10人（17.9%）
市区町村（虐待対応担当部署）のみの関与あり 5人（8.9%）
０か月児事例15人のうち 関係機関の関与なし 7人 (12.5%)

〇要保護児童対策地域協議会 検討対象とされていた事例 15人（28.8％）

２．死亡事例（６５例７２人）の分析

－
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3

※ 有効割合とは、「不明」「未記入」とした回答を除いた数を合計数として算出した割合

〇死亡したこどもの年齢 ３歳未満 4人（25.0％）

〇直接の死因 火災による熱傷・一酸化炭素中毒 3人（有効割合 33.3％) ※

頚部絞扼による窒息 2人（有効割合 22.2％)

〇主たる加害者 実母 6人（37.5％)

実父 5人（31.3％）

〇加害の動機（複数回答） 夫婦間のトラブルなど家庭に不和 7人（43.8％）

こどもの病気・障害 3人（18.8％）

保護者自身の精神疾患、精神不安 3人（18.8％）

育児不安や育児負担感 3人（18.8％）

〇関係機関の関与状況 児童相談所と市区町村（虐待対応担当部署）の
両方関与あり

3人（18.8％)

市区町村（虐待対応担当部署）のみの関与あり 2人（12.5%）

その他の関係機関（保健センター等）を含めた
関与あり

16人（100.0％）

〇要保護児童対策地域協議会 検討対象とされていた事例 3人（18.8％）

（２）心中による虐待死（11例16人）各項目において人数割合が多かったものを主に掲載
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○ こどもの身体、特に、顔や首、頭、腹部等に外傷が認められる
○ 一定期間の体重増加不良や低栄養状態が認められる
〇 多胎児のきょうだい間で体重増加等の発育及び発達等に差異がある
○ こどもが学校・保育所等を不明確・不自然な理由で休む
○ 施設等への入退所を繰り返している
○ 一時保護等の措置を解除し家庭復帰後６か月以内の死亡事案が多い
○ きょうだいに対する虐待や不適切な養育があった
○ こどもが保護を求めている、または養育が適切に行われていないことを示す

発言がある

○ 児童委員、近隣住民等から「こどもの様子が気にかかる」等の
情報提供がある

○ 生活上に何らかの困難を抱えている
○ 転居を繰り返している
○ 社会的な支援、親族等から孤立している（させられている）
○ 家族関係や家族構造、家族の健康状態に変化があった

○ 保護者の交際相手や同居等の生活上の関わりが強く、こどもの養育に一定
の関与がある者も含めた家族全体を捉えたリスクアセスメントが不足して
いる

〇 こどもの声（表情、視線、泣き声、体の動かし方等含）を聴き、ニーズを
把握することを意識した対応ができていない

○ こどもの発言等をアセスメントや支援方針に活かせていない
○ 関係機関や関係部署が把握している情報を共有できず、得られた情報を統合

し、虐待発生のリスクを認識することができていない
○ リスク評価や対応方針について組織としての判断ができていない
○ 継続的に支援している事例について、定期的及び状況の変化に応じ

たアセスメントが適切に行われていない
○ 転居時に関係機関が一堂に会した十分な引継ぎが行えていない
○ 離婚や転居、きょうだいの施設入所など、生活環境や家族関係の変化に応じ

た迅速なリスクアセスメントと支援方針の見直し、検討ができていない
○ 関係機関間で同一の支援方針による対応ができておらず、見守り支援におけ

る具体的内容も共有されていない
○ 虐待されている状態の継続が事態の悪化だと捉えられていない

○ 妊娠の届出がなされておらず、母子健康手帳が未発行である
○ 妊婦健康診査が未受診である又は受診回数が極端に少ない
○ 関係機関からの連絡を拒否している

（途中から関係が変化した場合も含む）
○ 予期しない妊娠／計画していない妊娠
○ 医師、助産師の立会いなく自宅等で出産
○ 乳幼児健康診査や就学時の健康診断が未受診である又は

予防接種が未接種である（途中から未受診の場合も含む）
○ 精神疾患や抑うつ状態（産後うつ、マタニティブルーズ等）

知的障害などにより自ら適切な支援を求められない
○ 過去に自殺企図がある
○   保護者がDVの問題を抱えている
○ こどもの発達等に関する強い不安や悩みを抱えている
○ 家庭として養育能力の不足等がある若年（10代）の妊娠
○ こどもを保護してほしい等、保護者が自ら相談してくる
○ 虐待が疑われるにもかかわらず保護者が虐待を否定
○ 訪問等をしてもこどもに会わせない
○ 多胎児を含む複数人のこどもがいるなど、養育に負担がある
○ 安全でない環境にこどもだけを置いている
○ きょうだいなどによる不適切な養育・監護を放置している
〇 保護者に複雑な生育歴・過去の逆境体験がある

※ こどもが低年齢・未就園の場合や離婚・未婚等によりひとり親の場合に
 該当するときには、特に注意して対応する必要がある。 19

第1次から第20次報告を踏まえた
こども虐待による死亡事例等を防ぐために留意すべきリスク

妊娠の届出がなされておらず、母子健康手帳が未発行である

養育者等の側面
こどもの身体、特に、顔や首、頭、
こどもの側面

児童委員、近隣住民等から「こどもの様子が気にかかる」等の

生活環境等の側面

保護者の交際相手や同居等の生活上の関わりが強く

援助過程の側面

（下線部は、第20次報告より追加した内容）

－
1
8
8
－
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【子ども・子育て支援に関する取り組み】 

15. 本部は、「３・４・５歳児職員配置等

に関する実態調査」の結果を踏まえ、課

題に応じて、こども家庭庁に要請を行う

とともに、組織内および協力国会議員を

通じた国会対策を行います。 

16. 本部は１歳児の職員配置について、最

低基準の変更による改善のための財源が

確実に2025年度予算において措置される

よう国会対策を行います。また、諸外国

に比較し、改正後の基準によってもなお

改善の余地がある各年齢児の最低基準の

改善を求めます。 

17. 県本部・単組は、各自治体の条例改正

を含めた公立保育所の職員配置最低基準

の改善状況を点検し、基準を満たしてい

ない単組にあっては、経過措置の有無に

関わらず、保育の質の向上のため民間に

率先して基準を満たすよう求めます。 

18. 本部は、2026年度から法定給付として

全国実施となる「こども誰でも通園制度」

について、県本部および試行的事業を実

施している自治体単組と連携し課題を洗

い出し、必要な対策に取り組みます。ま

た、法定給付を前に、2025年から本制度

を実施する自治体が増加することが考え

られることから、単組は、確実な実施に

あたっての事前協議を当局に求めます。 

19. 単組は、地方交付税にて措置されてい

る処遇改善相当分の財源を活用し、とり

わけ賃金水準の引き上げが急務である会

計年度任用職員保育士の賃金をはじめと

した処遇改善を求め、保育職場全体とし

ての処遇改善と人員確保・離職防止を進

めます。 

20. 本部は、「放課後児童クラブ（学童保

育）・児童館実態調査」の結果を踏まえ

た施策の充実と支援員の処遇改善を求め

るため、こども家庭庁への要請など必要

な対策を進めます。 

 

【介護・障害福祉サービス政策に関する取

り組み】 

21. 本部は、「介護報酬改定影響調査」、

「障害福祉サービス等報酬改定影響調査」

の結果から改定が物価の高騰に追い付い

ていない実態を明らかにし、必要な支援

策を求め、厚生労働省に要請・意見交換

を行うとともに、組織内および協力国会

議員を通じた国会対策を行います。 

22. 単組は、当局に対し、2024年度補正予

算における介護人材確保・職場環境改善

等事業、障害福祉人材確保・職場環境改

善等事業を活用した当該職員の処遇改善

を求めます。 

 

【生活保護および貧困、地域福祉の推進等

に関する取り組み】 

23. 本部は、2023年10月改定時、臨時的・

特例的な措置として現行基準以上を維持

した生活扶助基準の2025年10月からの見

直しについて、「社会経済情勢を勘案し

て設定する」とした国の方針を踏まえ、

物価高騰下の引き下げに反対し、厚生労

働省要請、組織内国会議員を通じた国会

対策など必要な対策を進めます。 

24. 本部は、改正生活保護法および生活困

窮者自立支援法の2025年４月からの施行

にむけ、新たな業務増に伴う人員確保に

必要な財源の確保を求めます。 

25. 県本部・単組は、法改正による業務増

に見合う各福祉事務所のケースワーカー、

【当面の闘争方針「5.　安心・信頼の社会保障制度と公共交通の確立」より抜粋（自治労第167回中央委員会）】
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生活困窮者自立支援制度の各事業の相談

員等の増員を求めます。 

 

【児童虐待の防止に関する取り組み】 

26. 本部は2025年６月から施行される児童

相談所の一時保護時の司法審査にむけ、

新たな業務増に伴う体制強化のための財

源について、2025年度予算による措置を

求め、国会対策を行います。 

27. 県本部・単組は、児童相談所の一時保

護時の司法審査の導入に伴う業務増に見

合う児童福祉司（スーパーバイザーを含

む）の増員を求めます。 

 

【障害者雇用に関する取り組み】 

28. 単組は、2024年４月から引き上げられ

た各自治体の法定雇用率（2.8％｟教育

委員会2.7％｠）を点検し、未達成の自

治体は早期達成にむけた採用を求めます。

また、次期障害者活躍推進計画が計画期

間に基づき策定されているか、その内容

に「定着率の目標設定」および「定着に

むけた支援」が反映されたものになって

いるかを点検し、未策定・未反映の自治

体は所要の改善を求めます。 
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【社会福祉労働者の取り組み】 

16. 本部は、生活保護・生活困窮者自立支

援制度や児童虐待の課題要求と対策につ

いて意思統一をはかるため、２月22～23

日に「2025年度自治労くらしとこどもの

福祉を考える全国集会」を東京・連合会

館において開催します。 

17. じちろう共済（団体生命共済）への加

入促進にむけ、評議会内における全国幹

事会、「くらしとこどもの福祉を考える

全国集会」において共済制度を周知し、

新規採用者等の組織化と加入拡大を一体

のものとして、共済推進運動の底上げを

はかります。 

18. 県本部・単組は、社会福祉職場におけ

る新規採用者・未加入者をはじめ、会計

年度任用職員など非正規職員、高年齢層

職員の組織強化・拡大に積極的に取り組

みます。 

19. 県本部・単組は本部と連携して、地域

福祉や福祉サービスの担い手である社会

福祉協議会や社会福祉事業団の組織強

化・拡大に取り組みます。 

【当面の闘争方針「8.　公共サービス労働者の総結集と組織強化」より抜粋（自治労第167回中央委員会）】
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 ハラスメント防止にむけて「自治労本部トップメッセージ」 
 

 

 自治労運動に関わる、あらゆる場所・時間でのハラスメント行為の一掃をめざし、自治

労本部中央執行委員長として、次のとおり、行動することを宣言します。 

 

1. 自治労は、パワーハラスメント、セクシャルハラスメント（性自認・性的指向に基づ

くハラスメントを含む）、妊娠・出産や育児・介護休業等に関するマタニティーハラス

メント、パタニティハラスメント、カスタマーハラスメントなど、相手の人格や尊厳を

侵害し、精神的・身体的な苦痛を与える行為など、あらゆるハラスメント行為を許しま

せん。 

2. 教育・研修などを通じて、ハラスメント防止の啓発に取り組み、ハラスメント行為を

許さない組織風土をめざします。 

3. とくに、組合員が日々働く職場や、組合活動の拠点となる組合書記局（組合事務所）

でのハラスメント行為、ハラスメントと思われる行為を黙認しません。 

4. この宣言は、自治労組合員のみならず、自治労運動に関係する全ての方々を対象とし

ます。また、自治労運動に関わる、あらゆる場所・時間での行為を対象とします。 

 

 2023年11月27日 

全日本自治団体労働組合     

中央執行委員長 石 上 千 博  
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自治労本部主催会議・集会のハラスメント防止にむけた対応 
 

 

 自治労本部は、「トップメッセージ」（2023年11月27日中央執行委員会確認）において、

自治労運動に関係するすべての方々を対象に、「自治労運動に関わる、あらゆる時間・場

所でのハラスメントを一掃する」と宣言しました。 

 こうした宣言を確認したにも拘わらず、自治労本部主催の会議・集会において、県本

部・単組参加者の間で、複数回、ハラスメント行為（疑いも含む）を受けたとの訴えを受

けています。 

 ハラスメント撲滅を掲げる自治労は、一般の企業・団体以上にハラスメント防止の責任

を負っています。 

 自治労本部は、これらの責任を自覚し、組合員が会議・集会に安心、安全に参加いただ

くため、主催者として以下の通り対応をはかります。 

 ご理解とご協力をお願いします。 
 
1. 酒宴をともなう懇親会について 

  過去に発生した事案では、酒宴をともなう懇親会に参加し、泥酔状態となった参加者

から、不必要な身体接触や性的言動を受けたとする事案が発生しています。 

  これ以上、深刻な被害を発生させないため、自治労本部としては、酒宴をともなう懇

親会を全面的な禁止とすべき状況にあると認識しています。 

  しかし、自治労本部主催の会議・集会においては、組合員相互の交流機会も重要であ

ることから、参加者に対して、最低限の措置として本部主催または私的な懇親会も含め、

酒宴をともなう会は一次会のみとし、二次会の禁止を求めます。 

  酒宴をともなう一次会を開催する場合であっても、組合員相互の貴重な交流機会とと

らえ、節度をもった行動をよろしくお願いします。 
 
2. 本会議・集会で、ハラスメント行為（疑いを含む）の訴えを受けた際の自治労本部の

対応について 

 ① 安全、安心な会議・集会の場を提供するため、主催者として状況把握のために聞き

取りを行います。 

 ② 本部が聞き取った内容について、希望に応じて、本部から行為者（疑いを含む）、

行為者が所属する県本部・単組に通知することができます。 

 ③ 状況把握で聞き取った内容は、プライバシー保護に留意しつつ、会議・集会担当の

自治労本部役職員、集会等を所管する自治労本部責任者、自治労本部ハラスメント対

策委員会事務局、行為者が所属する県本部責任者（委員長・書記長）に限定し、共有

します。 

 ④ 状況把握の聞き取りを行い、主催者として、集会の運営に支障をきたす行為と判断

する場合、または、被害者の心身の安全確保が必要と判断する場合は、行為者に途中

退席を求めます。 

 ⑤ 不適切な行為と判断された場合であっても、行為者の人事上の処分（懲戒等）は、

所属先の県本部・単組が行うものであり、本部が行うことはできません。 
 
 2024年11月25日 

全日本自治団体労働組合     

中央執行委員長 石 上 千 博  
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